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　3月11日，東北地方太平洋沖地震の発生により，未曾

有の大惨事となりました。多くの方々が犠牲になられ，

また大きな被害にあわれました。このご挨拶の原稿を書

いています時点で1ヶ月半あまりたっておりますが，未

だに行方不明者も多く，被災地の復興の目途もたってお

りません。さらに，福島第1原子力発電所の事故の発生

も重なり，予断を許さぬ状況が続いております。亡くな

られた方々のご冥福をお祈りし，また被災された方々に

はお見舞い申し上げますとともに，一日も早い復興を

願っております。

　2011年度第1回臨時総会で理事に選任され，直後に開

催された第1回臨時理事会で会長に選任されました。前

身の日本ガスタービン会議が1972年に設立されて以来，

39年の歴史をもちます当学会の会長に選任されましたこ

とはまことに光栄ではありますが，責任の重大さを感じ

身の引き締まる思いであります。

　当学会と私の関わりは，日本ガスタービン会議設立の

きっかけになりました1971年に科学技術館で開催された

日本機械学会とアメリカ機械学会が共催した国際ガス

タービン会議で，水町長生先生と吉識晴夫先生の研究室

の大学院修士課程の学生としてスライド係などのアルバ

イトを勤めさせていただいたことにさかのぼり，翌年の

日本ガスタービン会議の設立の直後に会員に加えていた

だき今日までいたっています。

　当学会は，2010年10月15日に公益社団法人への移行を

電子申請し，2011年2月23日に認定書が交付され，2011

年3月1日に公益社団法人日本ガスタービン学会の登記

を致しました。移行に伴い新たに定めた定款では学会の

目的をガスタービンに限定せず，エネルギー関連技術分

野に拡大し，「ガスタービン及びエネルギー関連技術に

関する研究発表・調査・知識の交換並びに関連学協会と

の連絡・提携を図り，もって学術・技術の進展及び社会

の発展に寄与することを目的とする」としています。

　約100年の歴史を持つガスタービンは，蒸気タービン

との複合発電では，実用の発電装置としてはずば抜けて

高い約60％の熱効率を持ち，さらなる高効率化を目指し

てタービン入り口温度の向上に向けた開発が進んでいま

す。1939年にフォン・オハイン，1941年にフランク・ホ

イットルがそれぞれ独立に開発し飛行させたジェットエ

ンジンは，現代では長距離の移動には欠かせないものに

なり，熱効率向上を目指して高温化する一方，推進効率

の向上のためにバイパス比を向上させるためにギァド

ファンやアンダクテドファンの研究開発が進んでいます。

また，今般の東日本大震災では著しい電力供給不足にな

り建設期間が短いガスタービン発電所の建設が求められ，

大地震発生時などの非常時に立ち上がりの確率が極めて

高い非常用発電装置の動力源としてガスタービンが注目

されていますように，ますますガスタービンへの期待は

大きくなっています。公益社団法人としての当学会が公

益目的事業を「ガスタービン及びエネルギー関連技術の

発展とその普及・振興を目的とする事業」と掲げました

が，それに向けて邁進することが社会からの期待に応え

ることになります。

　本年11月13日から18日にかけて2011年国際ガスタービ

ン会議大阪大会IGTC’11 Osakaを開催します。多数の皆

様のご参加をお待ちしています。他学会などが日本で開

催を予定していた国際会議などの開催を原子力発電所の

事故の影響で取りやめたということがニュースで見られ

ますが，海外のお知り合いの方には，機会あるごとに事

故の影響はないとお伝えいただいて海外の多くの方に参

加を進めていただくようお願い致します。

　終わりになりますが，第35期の渡辺康之会長，各理事，

各委員，事務局の皆様のご尽力に感謝申し上げるととも

に，会員各位のますますのご健勝とご発展を祈念致しま

して，会長就任の挨拶といたします。
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2011年度会長就任挨拶

筒井　康賢＊1

原稿受付　2011年4月28日
＊1　高知工科大学

TSUTSUI Yasukata
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1．はじめに
　地球温暖化対策が急務である昨今，コージェネレー
ションが果たすべき役割はますます大きくなっている。
発電時には二酸化炭素を排出しない原子力発電の位置づ
けは今後の議論に委ねるとして，依然として世界の一次
エネルギー使用量の8割強を占めている化石燃料の高
度利用のためにコージェネレーションの活用を更に推進
すべきである。また，太陽光発電，太陽熱，風力発電な
どの再生可能エネルギーの不安定さを補うために，コー
ジェネレーションと組み合わせることも有効である。本
稿ではコージェネレーションのなかからガスタービンに
着目してその概要を解説する。ガスタービンは他の内燃
機関にくらべて小型で大出力が得られる，排熱温度が高
く，排熱量が多い，負荷変動に対する応答が速いなどの
特徴を有しており，これらを反映した導入実績，現状技
術，今後活用が期待される技術について以下に紹介する。

2．ガスタービンコージェネレーションシステムの特徴
2.1　コージェネレーションシステムについて
　コージェネレーションシステムとは，一種類の一次エ
ネルギー（燃料）から電力と熱（蒸気や冷温水）などの
複数のエネルギーを生産し供給するシステムの総称であ
り，国内では「コージェネレーション」あるいは「熱
電併給」，海外では“Combined Heat ＆ Power （CHP）”
あるいは“Cogeneration”等と呼ばれる。
　コージェネレーションは，国内では主にガスタービン，
ガスエンジン，ディーゼルエンジン等の内燃機関による
方法が用いられており，産業用等の熱を多量に消費する
場合にはガスタービンを，電力需要が高い場合はガスエ
ンジンやディーゼルエンジンを用いる。
　またコージェネレーションは，需要地で電気と熱エネ
ルギーを生産し，排熱を有効活用することにより，高い
総合効率が実現でき，省エネルギーやCO2削減に大きく
貢献できるシステムである。
　エネルギー基本計画（*1）⑴では，「熱需要に対する

エネルギー供給の効率化を図るため，高効率コージェネ
レーションの導入促進を図る。特に，年間を通じて高負
荷運転ができ効率の高い産業用大規模コージェネレー
ションや，高い省エネ効果が期待される面的な熱の有効
利用に資するコージェネレーションの導入を促進する。」
とされている。
　（＊1．エネルギー政策基本法に基づいて，エネルギー政
策の基本的な方向性を示すもので，少なくとも3年毎に見
直しを実施。）

2.2　ガスタービンコージェネレーションシステムの特徴
　図1は原動機としてガスタービンを用いたコージェネ
レーションの基本フローである。ガスタービンの発電電
力は商用系統と連系し供給される。排熱はガスタービン
後流に設置された排熱ボイラで蒸気として回収される。
ガスタービンは，振動が小さく軽量であり，排ガスから
高温の蒸気を回収できる利点があり，総合効率も70 ～
85％と高い。
ガスタービンコージェネレーションシステムの特徴は，
次の通りである。

① 電気出力に対し熱出力の割合が高いため，大量の熱需
要（主に蒸気）を必要とする設備に適している。
② 地域冷暖房や産業用など，1MW以上の大規模な設備
に多く導入されている。
③ ガスタービンは出力あたりの重量・容積が小さいため，
発電規模に比べ設備の設置面積が少なくて済む。
④ 排熱回収は主に蒸気であり，排熱の利用価値が高く，

ガスタービンコージェネレーションシステムの現状
荒木　和路＊1

原稿受付　2011年4月7日
＊1　東京工業大学ソリューション研究機構
　　　〒152-8550　目黒区大岡山2-12-1

特集：ガスタービンを用いたコージェネレーションシステムと関連機器

ARAKI Kazumichi

キーワード： ガスタービンコージェネレーションシステム，排熱利用，再生可能エネルギー，排熱ボイラ, 　
吸収冷凍機，バイナリータービン

図1　ガスタービンコージェネレーションの基本フロー
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各種プロセス用途の蒸気として利用できる。
⑤ 液体燃料やガス燃料など，多様な燃料に対応できる。
⑥ 蒸気タービンに比べ短時間で起動・停止が可能である。
小型ガスタービンでは40秒以内で給電可能であり，常
用防災兼用機として，災害時や停電時等など緊急時に
おける非常用電源として使用が可能である。

　
　今後，再生可能エネルギーが増加した場合，その出力
変動が問題となるが，この対策としてコージェネレー
ションシステムにて出力変動吸収を行うことが期待さ
れている（図2）。これにより，さらに再生可能エネル
ギーの大量導入を進めることができる。

3． ガスタービンコージェネレーションシステムの
普及状況

3.1　国内のコージェネレーションシステムの導入実績
　図3にガスタービン，ガスエンジン，ディーゼルエン
ジン，そして蒸気タービンの一部を加えたコージェネ
レーションシステムの年度別導入実績（累積発電容量）
を示す。政策支援などによりこれまでに9,440MWのコー
ジェネレーションシステムが導入されている。
　コージェネレーションシステムは1980年頃から採用が
始まり，1986年頃にはその採用数が増加していった。
　1980年代後半からはコージェネレーションに係わる
様々な電気事業法の規制緩和が開始され，技術開発とも
相まって，順調に採用数は増加していった。

　1990年代後半からは，国際的な地球温暖化問題への関
心が高まり，新エネルギーの活用や省エネルギーの推進
が強化されていく。これらの規制緩和やコージェネレー
ション推進施策の効果と，コージェネレーションの優れ
た省エネルギー性や環境保全性が認められたことにより，
1995年から2000年中頃にかけてコージェネレーション設
備の導入が加速的に進んだ。
　ところが原油価格高騰やLNG輸入価格の上昇による
燃料価格の変動や，リーマンショックを契機とした景気
後退による設備投資意欲減衰により，2009年度のコー
ジェネレーションシステムの導入（発電容量ベース）は
横ばい傾向にある。

3.2　コージェネレーションの原動機別導入実績
　図4に2010年3月末現在のコージェネレーションの原
動機別導入実績（発電容量及び設置台数）を示す。原動
機別の発電容量は，ガスタービン，ディーゼルエンジン，
ガスエンジンの順となっている。また2010年度末に稼働
中のコージェネレーションシステムの発電容量合計は
9,440MWに達し，国内総発電設備容量の約3.4%に相当
する。

　使用される原動機ごとの特徴を示すと，
①ガスタービン　一台当たりの発電容量が最も大きく，
産業用での採用が多い。
②ガスエンジン　2001年度頃から30kW未満の小型機種
が家庭用や業務用として多数導入された。そのため設置
台数が最も多く，一台当たりの容量は最も小さくなって
いる。
③ディーゼルエンジン　2004年度まで堅調に導入されて
きたが，燃料単価高騰の影響などで，2006年度以降，新
規導入はほとんど見受けられない。

図4　コージェネレーションの原動機別導入実績⑵（2010年3月末現在）

図2　再生可能エネルギーとコージェネレーションシステムの補完

図3　コージェネレーションの年度別導入実績（累積値）⑵
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3.3　欧米諸国のコージェネレーションの導入比率
　図5に欧米諸国の発電電力量及びコージェネレーショ
ン（CHP）の比率を示す。
　前項のとおり省エネ対策や環境保全性などの観点から
コージェネレーションは着実に設置容量が増加してきて
いるが，欧米諸国と比較した場合，国内のその比率はま
だ低い状態にある。

4．排熱利用法とシステム構成例
4.1　排熱利用法
　限りあるエネルギー資源を有効に利用するためには，
利用されずに捨てられている熱エネルギーを活用する，
より効率的なエネルギーの供給・利用システムの構築が
必要である。一度発生させた高温の熱は，より低い温度
でも利用できる用途に段階的に利用することにより，同
じ一次エネルギーの投入量で，効率的な利用が可能にな
る。これは，水が階段状の滝（カスケード）を流れ落ち

る様子にたとえて，熱のカスケード利用（多段階利用）
と呼ばれている。
　ガスタービンコージェネレーションシステムでは，
1,000℃以上の高温エネルギーを，まず発電機の動力と
して使い，その排熱を蒸気や温水として利用することで，
熱の高効率なカスケード利用を実現している。また，熱
のカスケード利用により高い総合効率が得られる。
　図6にガスタービンコージェネレーションシステムに
おける排熱のカスケード利用を示す。
　ガスタービンの高温の排ガス（約500℃）は，まず排
熱ボイラに導入され，高温の蒸気として回収される。蒸
気はプロセス加熱用や吸収冷凍機の熱源として使用され
る。蒸気需要によっては，蒸気タービンの熱源として電
気を取り出すこともできる。排熱ボイラ出口の排ガス
（約150℃）は，熱交換器により温水として回収され，給
湯や暖房に使用される。温水需要が無い場合は，バイナ
リータービンの熱源とすることで，電気として取り出す
こともできる。
　コージェネレーションシステムでは，上記の排熱利用
機器と共に，熱負荷の不足分を賄うために補助熱源機器
が設置される場合もある。排熱利用設計においては，以
下の配慮が必要である。
　①排熱量に応じた適正な排熱利用機器容量の選定
　② 排熱利用機器を優先運転するための補助熱源機と　

のシステム運用の検討

4.2　排熱の面的利用
　従来，1社1工場での自家消費が一般的であるのに対
し，工業団地を構成する複数工場やビル間に熱導管を
ネットワーク化し熱を面的に利用することで，コージェ
ネレーションシステムの排熱を最大限に利用することが
できる。排熱の面的利用により，大規模コージェネレー
ションシステムの導入と高効率運用が可能となり，高い
省エネ効果とCO2削減効果が期待される。
　また，災害時にもコージェネレーションシステムから

図5　欧米諸国の発電量におけるコージェネレーション（CHP）比率⑶

注）欧州は2008年，米国は2006年，日本は2001年かつ産業用のみ

図6　ガスタービンコージェネレーションにおける排熱のカスケード利用
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各工場やビルに電力と熱を供給することで，エネルギー
セキュリティも確保できる。

4.3  排熱利用システム構成例
　ガスタービンコジェネーションの排熱利用システムの
構成例を以下に述べる。

4.3.1　 排熱をガスタービン発電出力増加に利用するシ
ステム

　季節や時間帯による蒸気需要の変動にあわせて熱負荷
の低い時期には，排熱ボイラで回収された蒸気の余剰分
をガスタービンに噴射し，発電出力を増加させることが
できる。蒸気負荷変動の多いユーザに適したシステムで
ある。
　ガスタービン本体に出力増加蒸気噴射ポートを追加し，
噴射蒸気量に対応して，圧縮機の可変静翼を絞り吸入空
気量を制御することでタービンを通過する燃焼ガス量を
ほぼ一定に調整する。これにより，蒸気噴射の有り無し
に拘わらず常にガスタービンを高効率の状態で運転する
と共に，圧縮機のサージマージンも充分余裕を持たせて
いる。

4.3.2　排熱を製品乾燥に利用するシステム
　製紙工場の紙乾燥工程に用いるヤンキードライヤの熱
源として排熱ボイラ出口の低温排熱を有効利用する。
　排熱ボイラ出口の排ガス（約150℃）をヤンキードラ
イヤに接続し，紙表面に直接吹き付けて乾燥させること
で，従来乾燥用熱源として必要であった蒸気が不要とな
り，蒸気製造用の燃料を削減することができる。

4.3.3　排熱を工業炉に利用するシステム
　車体塗装，石膏乾燥などに用いる工業炉の熱源として

排熱ボイラ出口の低温排熱を有効利用する。
　これにより，従来熱源として必要であった熱風発生用
のバーナの燃料費を削減することができる。
　ガスタービンは排ガス量が多く残存酸素濃度も16%と
高いことから，バーナでの追焚きが可能であり，工業炉
の熱源としての利用に適している。

4.3.4　排熱を温水吸収冷凍機に利用するシステム
　温水吸収冷凍機の熱源として，排熱ボイラ出口の低温
排熱から温水を回収し利用する。これにより従来必要で
あった冷凍機用の温水が不要となる。

5．排熱利用機器の役割
　ガスタービンコージェネレーションシステムの排熱利
用機器の役割を以下に述べる。

5.1　排熱ボイラ
　ガスタービンからの排熱は，高温の排ガスであり，排
熱ボイラ及びエコノマイザーを排ガス経路に設置して，
排ガスの熱エネルギーを蒸気として回収する。
　排熱ボイラは自然循環式水管型で，排ガスの保有熱を
水と熱交換して蒸気を発生する。蒸気発生量に見合う水
を供給する給水装置，ボイラ水の濃縮を防ぐための連続

図10　排熱を工業炉に利用するシステム

図11　排熱を温水吸収冷凍機に利用するシステム

図7　コージェネレーション排熱の面的利用

図8 　排熱をガスタービン発電出力増加に利用するシステム

図9　排熱を製品乾燥に利用するシステム
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ブロー装置，薬注装置などの補機・付属設備類を備えて
いる。
　エコノマイザーは排熱ボイラの排気下流側に取り付け
られ，排ガスの熱エネルギーをさらに回収して，ボイラ
給水温度を上昇させる。
　ガスタービンの排ガス中には，酸素が多量に残ってい
るため，ダクトバーナを排熱ボイラの上流側に置き，残
存酸素で燃料を燃焼させ，蒸気発生量を増加させている
事例もある。

5.2　吸収冷凍機
　ガスタービンからの排熱を蒸気や温水で回収し，吸収
冷凍機の熱源として供給し，冷水を発生させ冷房に利用
することができる。
　排熱の温度レベルが高い蒸気の場合は，効率の高い蒸
気二重効用吸収式が採用され，排熱の温度レベルの低い
温水の場合は温水単効用吸収式が採用される。最近は，
さらに効率の高い蒸気三重効用吸収式が採用される事例
もある。
　吸収冷凍機からの冷水は，一般空調用に使用されるほ
か，夏場のガスタービン発電出力を増加させるため，ガ
スタービン吸気冷却用としても使用される。この吸気冷
却システムは，熱交換器と冷水ポンプの簡単なシステム

により構成され，夏場の出力増加により，契約電力を下
げることができるため，大変有効なシステムである。

5.3　低温排熱利用バイナリータービン
　バイナリータービンは，沸点の低い媒体を利用し，低
温熱源からエネルギーを取り出し，タービン発電機を稼
動させ，電力を生み出す省エネシステムである。未利用
の低温温水（80 ～ 120℃）を有効利用し電力を得ること
ができ，CO2削減にもつながる。
　ガスタービンとバイナリータービンの組合せフローを
図14に示す。18MW級ガスタービンの排熱ボイラ出口に
温水熱交換器を設置し，排ガスとの熱交換により98℃の
温水を発生させた場合，バイナリータービンの発電端出
力は250kWになる。

6． ガスタービンコージェネレーション普及の施策
と期待

　エネルギー基本計画では，「低炭素型成長を可能とす
るエネルギー需要構造の実現」を目標として掲げ，目標
実現のために「天然ガス利用の促進」，さらに目指す姿
として「天然ガスコージェネレーション導入促進（国内
コージェネ導入量を2020年に800万kW，2030年に1,100
万kWを目指す）」が示されている。
　この目標実現に向けて，熱需要に対するエネルギー供
給効率化を図るため，高効率コージェネレーションの導
入促進，特に，年間を通じて高負荷運転ができ効率の高
い産業用大規模コージェネレーションや，スマート・エ
ネルギーネットワークのような高い省エネ効果が期待さ
れる面的な熱の有効利用に資するコージェネレーション
の導入促進が基本戦略とされている。
　また，導入促進の動機づけとして，コージェネレー
ションの省エネ効果及びコスト低減効果に加えて，現在，

図12　排熱ボイラ外観図

図13　吸収冷凍機外観図

図14　バイナリータービンとの組み合わせ
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省エネ法による取り組みや，コージェネレーション導入
促進に必要な支援施策の充実を図る，次のような制度環
境の整備が検討されている。
　① コージェネレーション導入のためのインセンチィブ
　　 （導入補助，リース制度の活用，ランニング支援に

関する支援，現行の補助金体制の継続と補助金枠の
拡大）

　② CO2削減のための評価基準の適正化
　　 コージェネレーション導入時のCO2削減効果につい

ての定量的評価基準の確立
　③高度利用に関するインセンティブの確立
　　 新規性が高く，導入効果が優れているコージェネ

レーションシステム開発・導入に対しての支援
　④インフラ整備の促進
　　 コージェネレーションの普及促進のための燃料供給

関連インフラの拡大
　さらには，東日本大震災からの復興に向けて，分散型
熱電併給設備としてのガスタービンコージェネレーショ
ンには大きな期待が寄せられている。
　また，コージェネレーション普及のためには高効率
コージェネレーションシステム関連の技術開発推進は不
可欠である。ガスタービンエンジン及び付帯機器の更な
る高効率化・信頼性向上が，コージェネレーション導入
促進の原動力となり，優れたエネルギー・環境社会の創
造に貢献することが期待されている。

7．おわりに
　本稿執筆中に東日本大震災が発生し，福島原子力発電
所で深刻なトラブルが発生した。原子力発電のあり方の
議論は別に委ねるとしても，当面の電力不足を補うため
にガスタービンを使った天然ガスコンバインド発電所を
設置することが急務である。また，安定的な電力が必
要な産業では自家発電を積極的に採用されることと思う。
ガスタービン発電は設置に要する期間が比較的短いのも
特徴のひとつだが，それでも自家発電を急いで設置する
場合には工事期間と設備費用の関係から排熱を利用しな
いシステムとなることも予想される。これらの緊急に設
置する自家発電設備にも本稿で紹介したような排熱活用
技術を適用することが望ましいが，間に合わない場合に
は後から改造できる余地を残しておいて欲しい。今後の
復興に向けて，ガスタービン技術が貢献できることを望
んで止まない。

参考文献
⑴　エネルギー基本計画　2010年6月　閣議決定
⑵　㈶天然ガス導入促進センターHP
⑶　天然ガスの高度利用・燃料転換に関するワーキンググ
ループ
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1．はじめに
　最近スマートフォン，スマートカー，スマートハウ
スといった具合に身の回りにスマートと頭に付く製品
が続々と登場し始めた。スマートがついたこれ等の製
品の共通点は，いずれもInformation Communication 
Technology （ICT技術）を利用し，従来の製品を超える
利便性，快適性，安全性，あるいは省エネ，低炭素と
いった付加価値を提供していることである。
　一方，エネルギーや社会インフラにおけるスマート化
は，スマートグリッド，スマートエネルギーネットワー
ク，スマートコミュニティー，スマートシティー等，言
葉がやや先行し実体はまだよく見えていないものの，関
連する業界では巨大成長市場として大きな期待が寄せら
れている。これらのスマートインフラに関する明確な
定義はいまだに無いが，筆者らはスマートグリッドとは
電力供給・消費システムのスマート化を図るもので，ス
マートエネルギーネットワークとはこれにガス体エネル
ギーや熱のネットワークと供給・消費システムを加えて
全体最適を図るものと区別し，スマートコミュニティー
やシティーとは，さらに水，交通システムや公共サービ
スを含めたスマート化の取り組みと整理している。また，
これらのエネルギー・社会システムにおけるスマート
化とは，ICT技術活用とネットワークの高度利用により，
システムのエネルギー効率，投資効率を高めるとともに，
セキュリティーの向上を図ることと解釈している。
　
2．スマートなエネルギー利用
　前述のスマートグリッドとは，米国オバマ大統領の掲
げたグリーンニューディール政策をきっかけとして大き
く注目された構想である。これは，老朽化が進む発電所
および送配電施設から需要家までの一連の電力の供給・
消費設備を，ICT技術を活用して最適管理し効率的で安
定的な系統運用を実現するものである。また併せて自然
条件により出力が不安定になる風力発電や太陽光発電な
どの再生可能エネルギーを大規模導入する際に問題とな

る需給のミスマッチをも解決しようとする，「スマート
な電気利用」に特化したシステムである。
　しかし，エネルギー需要の過半を占めているのは「熱」
であることから⑴，太陽熱，清掃工場廃熱，工場廃熱等
の再生可能エネルギーや未利用エネルギーならびに天然
ガスコージェネレーション廃熱等を熱導管，高効率廃熱
利用技術，およびICT技術を用いて面的・ネットワーク
的に融通し最適利用すること，すなわち「スマートな熱
利用」も電気と併せて取り組むべき課題である。
　また，熱と電気のエネルギー源として欠かせない化石
エネルギーの中でも最も低炭素な「天然ガス」は，その
利用を推進するとともに，オンサイトにおける熱と電気
の地産地消を進める上でガス導管の充実と安定供給が重
要となる。このガス導管を活用して，需要家において天
然ガスを高効率利用するとともに，将来は再生可能エネ
ルギー起源のメタン系ガスやカーボンフリーな水素を供
給して低炭素化を進めることが，「スマートなガス利用」
と考える。
　
3．スマートエネルギーネットワークのコンセプト
　図1は，スマートエネルギーネットワークの構成要
素を示したものである。需要家サイドでネットワーク
接続可能なエネルギーシステムには，再生可能エネル
ギー，天然ガス，電気の3種のシステムがあり，これま
では各々独自に，時として競合しながら高効率化やス
マート化が進められてきた。しかしながら「スマートエ
ネルギー」とは，環境性，経済性とエネルギーセキュリ
ティーの観点からの「賢くエネルギーを作り使うこと」
である。したがって，スマートエネルギーの基本は，エ
ネルギーのベストミックスであり，大規模集中型と分散
型の協調である。環境あるいはコストに偏重しバランス
に欠くと，エネルギーセキュリティー上重大な問題を引
き起こすことになる。
　またスマートエネルギーは，お互いのシステムを組み
合わせ，融合させることによりいっそうの低炭素化とエ
ネルギーセキュリティーの向上が図られることもある。
いわゆるハイブリッドシステムと呼ばれるもので，例え
ばガス給湯器と太陽熱温水器の組み合わせシステムは，

スマートエネルギーネットワークとは
岡本　和久＊1菱沼　祐一＊1

原稿受付　2011年4月5日
＊1　東京ガス㈱　ソリューション技術部
　　　〒105-8527　港区海岸1-5-20

特集：ガスタービンを用いたコージェネレーションシステムと関連機器

OKAMOTO KazuhisaHISHINUMA Masakazu

キーワード： スマートエネルギーネットワーク，プロシューマ，コージェネレーション，CHP，ICT，廃熱，
太陽光，太陽熱，バイオガス
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省エネ，低炭素，利便性，エネルギー源の二重化により
セキュリティー面で向上が図られたハイブリッド化の好
例である。
　スマートエネルギーの高度利用を可能とするのが熱・
電気・ガスといったエネルギーを運ぶエネルギーネッ
トワークとデジタル情報を運ぶICTネットワークである。
スマートエネルギーにネットワークが加わることで「ス
マートエネルギーネットワーク」が構築される。なお，
ここで言うスマートエネルギーの高度利用とは，ICT
ネットワークを活用しエネルギーネットワークの自由度
を高めた運用を行うことにより，個別のシステムにおい
て起こりうる需要と供給のミスマッチ，スケールメリッ
トの欠如といった問題点を補うことで，エネルギー効率，
経済性，エネルギーセキュリティーの向上を図ることで
ある。
　従来のエネルギーネットワークは，上位にある原子力
発電所，火力発電所，LNG基地といったメガインフラ
から需要家へ一方向に送り込むものが主であった。しか
しながら低炭素化とエネルギーセキュリティーの向上を
図るためには，例えば小規模で点在する再生可能エネル
ギー等をネットワークにて集めて需要家に供給すること
等が求められる。そのためには大小，多種多様なエネル
ギーをネットワークにて双方向に流すといったネット
ワークの自由度を高めた運用が不可欠である。自由度を
高めたネットワーク活用の好例が太陽光発電の逆潮流と
電力の買い上げである。このケースにおいては，ネット
ワーク末端にあるグリーンな小規模電力を逆潮流すなわ
ち逆流させ，電力料金も買電から売電に逆転し，グリー
ン電力と通常電力を区別し計量，清算することで，需要
家がグリーン電源を自ら所有し，省エネ行動を喚起する
インセンティブを与えている。この時もし逆潮流が出来
なければ，余剰分の貴重なグリーンな電力を捨てるか，

蓄電池を用いてためることになる。捨てることは言語道
断として，ためるにしても充放電ロスがある上にコスト
がかかる等無駄が多く，これに較べてネットワークへの
逆潮流は最も合理的な手段であることは明らかである。
　一方，無秩序な太陽光発電の大量導入が電気ネット
ワークの電圧上昇や周波数変動等の問題を生じることが
指摘されているように，常時ネットワークを流れるエネ
ルギーの量，種類，方向を監視し需給制御することがエ
ネルギーネットワークの高度利用には必要で，この役割
を果たすのがICTネットワークである。最新のICT技術
を活用すれば，多数の分散型電源の発電量と顧客の需要
データをリアルタイムに把握し，需要と供給を最適制御
することが可能となり，自由度の高いスマートなネット
ワーク運用が実現する。
　以上縷々述べてきたが，環境性，経済性およびエネ
ルギーセキュリティーの観点からエネルギーを賢く使
う「スマートエネルギー」の取り組みは，単独のガスエ
ネルギーシステムを出発点とすれば，図2に示す二軸の

図1　スマートエネルギーネットワークの構成要素

図2　スマートエネルギーネットワーク構築に向けた取り組み

ICT
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取り組みで表現できる。水平軸は，システム単独の高効
率化に始まり，再生可能エネルギーとの融合，そして電
気システムとのベストミックスへと低炭素化と高度化を
進める。垂直軸では，単独から複数建物間のネットワー
キング，そしてICTを活用した広域における面的なエネ
ルギー融通と需給制御へと拡大・高度化し，個別最適か
ら全体最適へと進化させる。これらの二次元の取り組み
によって，再生可能エネルギーの大量導入およびエネル
ギーの供給・消費におけるエネルギー効率向上による低
炭素化を図るとともに，投資効率とエネルギーセキュリ
ティーの向上を図るのが，「スマートエネルギーネット
ワーク」のコンセプトであり目指す世界である。
　
4．スマートエネルギーネットワークの導入イメージ
　図3はスマートエネルギーネットワークの将来イメー
ジ図である。A図に示すように，商業地区単位における
スマートエネルギーネットワークの基本は地域冷暖房で
ある。すなわち電気，ガス，冷温水のネットワークにエ
ネルギーセンターと近隣建物と太陽光発電，太陽熱等が
接続される。エネルギーセンターは，電気・ガスのハイ
ブリッドシステム，すなわちガスエンジン，ガスタービ
ン，燃料電池等の高効率コージェネレーションと廃熱を
冷熱に変換する吸収式冷温水機，そして高効率電気ヒー
トポンプを基本として構成される。ちなみに地域冷暖房
システムにおけるハイブリッドシステムは，㈱エネル
ギーアドバンスの幕張地域冷暖房ですでに採用されてお
り，非ハイブリッドに比べて年間総合COP（Coeffi  cient 
of Performance：成積係数）を71％向上させる効果が得
られている⑵。また，河川水，海水や湧水等の未利用熱
が利用可能なサイトにおいては，吸収式あるいは電気
ヒートポンプで冷水や温水を高効率に製造し近隣に供
給する。ネットワークに接続した建物には，このよう

に低炭素なエネルギーが供給可能であるとともに，エ
ネルギー源の多様化によりBCP（Business Continuity 
Plan：事業継続計画）機能，エネルギーセキュリティー
の向上が図られる。
　図3Bは工業地区のイメージ図である。工業地区にお
いては，電気とガスと蒸気のネットワークにエネルギー
プラントと近隣工場が接続される。エネルギープラント
には，ガスタービンあるいはガスエンジンと蒸気ボイラ
が設置され，エネルギープラントから蒸気と電気が供給
される。電気の供給は，サミット美浜パワーのように電
力会社の系統を用いて特定規模電気事業として供給する
方法と，鹿島動力のように鹿島経済特区の特定供給許可
条件緩和の下に自営線で供給する方法がある。工場毎に
熱製造を行うのに比べると，需要をまとめて熱と電気を
ネットワーク供給することでスケールメリットを活かし，
エネルギー効率，経済性，エネルギーセキュリティーの
向上が図られる。
　図3Cは，地区のスマートエネルギーネットワークが
連結され広域ネットワークとなる究極の姿をイメージし
たものである。ガスのネットワークには，例えばバイオ
ガスプラントが接続され従来の需要端からガスが逆注入
される。熱のネットワークは地域間で接続されスケー
ルメリットを高めるとともに，清掃工場廃熱や工場廃
熱，あるいは大規模太陽熱プラントが接続され，商業地
区で利用される。ICTネットワークは送電系統運用者の
給電指令センターに接続され，スマートエネルギーネッ
トワークが電力の需給調整に活用される。スマートエネ
ルギーネットワークは，コージェネレーションにより電
気供給量を制御でき，しかも電気ヒートポンプと吸収式
冷温水機の負荷分担により電気消費量も制御可能なシス
テムである。生産者（Producer）と消費者（Consumer）
の両面の顔を持つものをプロシューマ（Prosumer）と

図3　スマートエネルギーネットワークの全体像
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呼ぶことがあるが，スマートエネルギーネットワークは
電力のプロシューマと呼ぶことが出来る。
　図4は，コージェネレーション，電気ヒートポンプ，
そして吸収式冷温水機を有するスマートエネルギーネッ
トワークが，太陽光発電などの再生可能エネルギーが大
量導入された時にどのようにして電力の需給調整にプロ
シューマとして貢献するかを模式的に示したものである。
　2010年6月に閣議決定されたエネルギー基本計画では，
「2030年の日本のゼロエミッション電源比率を現状の
34%から約70%に引き上げる」と計画されている⑶。ゼ
ロエミッション電源の内訳は，太陽光発電や風力発電の
ような天候により出力が大きく変動する不安定電源と，
原子力発電のような一定出力でしか運用できない電源
である。これらの比率が高まった場合，余剰電力の発生，
周波数調整力の不足，配電系における電圧上昇等の問題
が生じ，蓄電池の設置や出力調整機能の増強等の対策の
必要性が指摘されている。もし太陽電池の出力抑制を行
わなかった場合，2020年までに16兆円規模の蓄電池の設
置が必要との試算もある⑷。しかしながら，蓄電池や揚
水発電にはエネルギーロスがあること，蓄電池の寿命は
短く永続的なコスト負担が必要な点に留意する必要があ
る。今後，低炭素化のためにゼロエミッション電源導入
を進める上で周波数調整用電源を一定割合確保すること
は必須であり，この部分は安定供給が可能で負荷応答性
の高い化石系の発電設備に将来も頼らざるを得ない。こ
のような必要不可欠な化石燃料使用の場においては化石
燃料を無駄なく使うという，「ミニマムカーボン」とい
う考え方が重要であるが，現在この役割を担う火力発電
所の平均発電効率はLHV（Lower Heating Value：低位
発熱量）基準で四十数パーセントに過ぎず，残りの廃熱
は殆ど利用されず海に捨てられている。
　これに対してスマートエネルギーネットワークのコー
ジェネレーションは，例えば高効率のガスエンジンなら
発電効率が45%を越えるものがあるので，これを台数制

御すれば先に述べた火力発電所並の発電効率で運用する
ことが可能である。また，熱のネットワークによる廃熱
利用が可能なコージェネレーションは総合効率が高く，
火力発電所より省エネルギーでミニマムカーボンな周波
数調整電源として活用することが出来る。これに加えて，
スマートエネルギーネットワークには，電気で冷熱や温
熱を製造する電気ヒートポンプとコージェネ廃熱で駆動
する吸収式冷温水機があるので，例えば太陽光による余
剰電力が発生した時にはコージェネと吸収式冷温水機の
稼動を落とし，電気ヒートポンプの稼動を上げて熱の
ネットワークに蓄熱することで電気を呑み込む。逆に電
力が不足した時には，電気ヒートポンプの稼動を落とし
コージェネの稼動を最大限上げて電気を逆潮流し送り出
すという，プロシューマ的な運用が可能である。
　このようにプロシューマ的役割をも果たすスマートエ
ネルギーネットワークは，必要に応じて大型の蓄電池的
な運用も可能である。蓄電池は決して省エネ手段ではな
いので必要な時に必要な所で最少量使えば良いと思われ
るが，スマートエネルギーネットワークは，今からす
ぐに省エネルギー手段として活用することが可能であり，
しかも将来日本で再生可能エネルギーの大量導入が実現
した時にもその運用方式を省エネ優先からプロシューマ
に換えることで，十分活用可能な長期にわたって活躍す
る投資効果の高いエネルギーインフラであると考える。
　ここで示したスマートエネルギーネットワークの将来
イメージは，夢物語ではなく海外では，その要素が一つ
ずつ検証され，実証試験と導入が進みつつあることを次
節で紹介する。
　
5．海外での取り組み
5.1　欧州委員会のエネルギー政策動向
　EUのエネルギー政策の基本は2009年12月に発効した
リスボン条約にあり，環境保全を目的として以下の4つ
の政策目標が掲げられている⑸。

図4　プロシューマによる電力需給調整
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　① エネルギー市場を十分に機能させる
　② エネルギーセキュリティーを確保する
　③ 省エネを進め，再生可能エネルギーを導入する
　④ エネルギーネットワークの相互連結を進める
　これを受けて，欧州委員会は，「エネルギーセキュリ
ティー」，「競争力」，および「持続可能性」に重点をお
いた今後10年のエネルギー戦略「Energy 2020」を2010
年10月に採択した⑹。本戦略の中では5つの優先課題が
抽出されており，一番の課題は省エネで，次は全ヨー
ロッパを網羅するエネルギー市場の統合である。省エネ
のための取り組みの中ではエネルギー供給の効率化の必
要性が謳われ，電源認可においては発電と送電効率を重
視し，「コージェネレーションと地域冷暖房を普及拡大
する取り組みが必要」と明記されている。また，エネル
ギー市場統合のための取り組みの中では，2020年から
2030年を見据えたエネルギーインフラの構築計画を策定
する必要性が指摘され，近日中に欧州委員会が改造計画
の概要を報告するものとした。さらに，本戦略の中には
技術開発が含まれ，欧州委員会は2011年度中に開始する
「Smart Cities’ Innovative Partnership」を含む新規の
大規模実証プロジェクトを計画している。本プロジェク
トでは，再生可能エネルギー，省エネ技術，スマートグ
リッド，エレクトロモビリティー，そしてスマート地域
冷暖房にICT技術が組み合わされた「スマートシティー」
が実証される。
　インフラ構築計画についてはすでに，「Energy 
Infrastructure Priorities for 2020 and Beyond」という
報告書でその骨子が明らかにされている⑺。EUは，十
分な容量を持ち，統合した信頼性の高いエネルギーイン
フラを構築することが，EUのエネルギー政策目標のみ
ならず，経済戦略を実行する上での重要な前提条件にな
ると認識するとともに，今後10年で構築するエネルギー
インフラは2050年の低炭素社会においても利用可能なも
のにすべきと考え，直ちに改造に取り組むべきエネル
ギーインフラとして以下の5つを挙げている。
　① スマートグリッドと蓄電
　② 天然ガスネットワークと貯蔵
　③ 地域冷暖房ネットワーク
　④ CCSとCO2パイプライン
　⑤ 石油のサプライチェーン
　天然ガスに関してEUは，供給安定性が確保できれば
今後数十年はEUのエネルギーミックスにおいて重要な
役割を果たし，変動する電源のバックアップ燃料として
の重要度は今後さらに増すと考えている。また長期的に
は非在来型天然ガスやバイオガスが天然ガスの輸入依
存率低減に貢献するだろうが，中期的には枯渇しつつあ
るEU内のガス生産を考慮すれば多様な形で輸入量を増
やす必要があると認識し，双方向に流れるパイプライン
ネットワーク形成，貯蔵，CNGやLNGを含む供給の多
様化，を図る計画を練っている。

　熱のネットワークに関しては，「火力発電は多くの場
合変換ロスがあるのにもかかわらず，時を同じくして暖
房や冷房のためにその近隣で天然資源が消費されている
のは，非効率的でお金の無駄である。」，「コスト削減が
可能なのに，海水や地下水などの自然エネルギー源が殆
ど使われていない。」と指弾し，地域冷暖房の普及と近
代化が優先課題と指摘している。
　以上のようにEUにおいては，「エネルギーセキュリ
ティー向上」，「経済の競争力強化」，「持続可能な社会構
築」のために，電気，ガス，熱のエネルギーネットワー
クの整備とICT技術等を活用した高度利用を今後10年間
の優先課題として取り上げ，今後の投資を2050年に至る
低炭素社会の構築に活用しようとしている。この姿は，
まさに前節で解説したスマートエネルギーネットワーク
の将来イメージに極めて近いものである。
　
5.2　EUにおける熱導管への再生可能エネルギー接続
　デンマークの地域暖房の普及率は60％と高く，その熱
の77.2％はコージェネレーションの熱で賄っている。ま
た，すでに熱源の32％が清掃工場廃熱，太陽熱や木質ボ
イラ等の再生可能エネルギーとなっている。最近では，
図5に示す2050年までの地域暖房の熱源転換計画を記し
た「Heat Plan Denmark 2010」というプロポーザルが
2010年9月にデンマーク議会に提出されている。本プラ
ンは，2030年までに地域暖房をカーボンニュートラルに
しようとするもので，化石燃料からバイオマス燃料へ転
換する事，地域暖房に接続する太陽熱パネルを現在の10

万m2から400万m2に増やす事，電気ヒートポンプを導入
し風力発電の余剰電力を吸収する事，等を提案してい
る⑻。
　図6はコペンハーゲン市の熱ネットワークとエネル
ギープラントの配置図である。図中■がCHP（Combined 
Heat and Power，EUではコージェネレーションを
指す），▲が清掃工場である。2009年には臨海部の
Amagerværket（AMV）にバイオマス燃料CHPが導入
されるとともに，この熱を市中心部の蒸気ネットワーク
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図5　デンマークの地域暖房における熱源転換計画
http://dbdh.dk/images/uploads/pdf-diverse/Heat%20Plan%20Denmark%20
Paper.pdf
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に接続するために，直径4m，全長4kmの湾を横断す
るトンネルが建設された。本プランが実行に移されるか
は現時点では定かではないが，コペンハーゲン市の最近
の取り組みを含み，デンマークでは1990年台から熱ネッ
トワークに，清掃工場廃熱やバイオマス燃料を導入して
おり，その取り組みは加速している。
　熱導管への清掃工場廃熱の接続は，ゴミの埋め立て処
理が禁止されたスウェーデンでも活発化している。また，
熱導管の活用はヨーロッパのような寒冷地以外でも現在
検討されており，例えばシドニー市の”Decentralized 
Energy Master Plan”では，電源の100％を天然ガスあ
るいはバイオ燃料のCHPで賄い，廃熱から得られる冷
温水を熱導管で供給する事等により，2030年のCO2排出
量を2006年度比で70％削減することが計画されている⑼。
　

5.3　EUにおけるガス導管へのバイオガス注入
　2009年におけるEUのガス導管は総延長203万kmにお
よび，年間18,912PJのガスを販売している。供給する天
然ガスの僅か36％がEU加盟国原産であり，23％をロシ
アからのパイプラインで輸入し，19%を中東からLNGで
輸入している⑽。今後の低炭素化やエネルギーセキュリ
ティー向上のためには，バイオガスや非在来型天然ガス
の利用が考えられている。バイオガスのリソースとして
は，ランドフィルガス，下水汚泥消化ガス，畜産・農作
物系メタン発酵ガスが代表的であり，2009年には石油換
算で8,346kTOE（約349PJ）のバイオガスが製造されて
いる。このバイオガスのほとんどがオンサイトCHPの
燃料として使われるが，2009年の発電量は25.2TWhでこ
れはEU全消費電力の1％にも満たない量である。
　EUのバイオガスの約半量を製造するドイツでは，

図7　ドイツにおけるバイオガス注入計画
http://www.dena.de/fi leadmin/user_upload/Download/Dokumente/Publikationen/erneuerbare_energien/Biogaspartner/biogaspartner_-_a_joint_initiative.pdf

図6　コペンハーゲン市の熱ネットワークマップ
http://www.nyc.gov/html/unccp/gprb/downloads/pdf/Copenhagen_districtheating.pdf
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図7に示すとおりバイオガスをガス導管に注入する試み
が活発化している。2009年度末には，35か所で1.9TWh
（6.8PJ）のバイオガス注入が開始された。ドイツ政府は，
地球温暖化対策とエネルギー自給率向上，地方経済活性
化等を目的として今後バイオガス注入を推進し，2020年
までに60TWh，2030年には100TWh相当を注入し，ド
イツ国内の天然ガス需要の1割を賄うことを目標にし
ている⑾。また，バイオガスのガス導管への注入は，ス
ウェーデン，オランダ，スイス，フランス等で実施して
おり，なかでもスウェーデンのGothenburg Energy社
による，木質ガスからメタネーション反応により合成
メタンガスを製造するプラント（80MW）建設計画⑿は，
資源量が限られる発酵系メタンガス以外のリソース開発
という点で注目される。
　
5.4　EUにおける風力発電とCHPの補完関係
　EU加盟国の中でもデンマークは，風力発電の導入
を積極的に進めている国の一つであり，すでに全発電
電力の20%に達しており，2025年には50%まで比率を
上げる計画がある。一方，風況により発電量が変動す
る風力発電を大量に導入した時に周波数変動等の問題
が生じることとその対策については10年以上前から議
論され続けている。例えば，2005－2007年に行われ
た ”Dissemination Strategy of Electricity Balancing 
for Large Scale Integration of Renewable Energy”
（DESIRE）プログラムにおいては，この対策にCHPを
活用することが検討された⒀。本プログラムでは，短
期的にはCHPと蓄熱槽を組み合わせたシステムを構築
し，従来のベースロードや熱主電従運転からタイムシフ
ト運転に変更することで，不安定な風力発電の変動を補
完させることは可能であり，かつCHP自体の経済性を
向上させることが出来ると結論付けた。また，長期的に
は電気ヒートポンプを使いこれを変動補完に用いること
や，風力発電と多数の小型CHPを統合制御する「Virtual 
Big Power Plant」を編成することを提案した。

　図8は，北欧の電力市場NordPoolのスポット市場（前
日に1時間毎に入札）における各種電源のマージナルコ
スト（単位発電量増加に伴うコスト増）を示したもので
ある。風力，水力は燃料が不要なためマージナルコスト
が安い。スポット市場では，これらの安い電力から利用
される。一方，汽力やガスタービン発電は割高なため電
力需要の多い時にのみ利用されるピーク電源となる。こ
のように発電と送電が分離された自由化スポット市場に
おいては，風力，水力，原子力，そしてCHPの順に電
気が安く，CHPの電力は化石燃料を用いる電源の中で
は競争力の高い電気と見なされている。
　図9は，2010年12月6日㈪から11日㈯にかけての，
NordPoolデンマーク西エリア内の電力需給バランスと
取引価格を示したものである。なお，取引価格は前日
に1時間単位の需給で価格を決めるスポット価格（Spot 
Price）と，当日の風況や需要変動により生じるインバ
ランスを解消するべく系統運用者からの給電指令に基
づき15分以内に出力調整する調整電力価格（Regulating 
Power Price）の二つが示されている。スポット価格は，
電力需要と風力発電の前日予想により変動し，発電量が
需要に対して少ないか風力発電予測が少ないと価格は上
昇する。また調整電力価格は，当日の風力が予想に対し

図8　 NordPoolスポット市場における各種電源のマージナルコスト
http://www.energyplanning.aau.dk/Publications/DanishWindPower.pdf

図9　西デンマークの電力需給と電力取引価格例　http://www.emd.dk/el/

CHP
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て少ないと上昇する。発電と送電が分離されたデンマー
クにおいては，分散型CHPをスポット価格に応じて発
電量を調整するという経済性に基づいた運用が，結果的
には風力発電の変動を調整するメカニズムにうまく繋
がっている。
　
5.5　電力のプロシューマ（Prosumer）の登場
　先に述べた”DESIRE”プログラムにおいては，地域
暖房のCHPをスポット市場価格に合わせて運用すると
ともに，価格インセンティブのより大きな調整電力とし
て運用することが検討された。ただし，現在のデンマー
クの電力市場では10MW以上でないと調整電力として参
入できないために，本プログラムではスポット市場での
運用のみが実際に行われ，調整電力としての運用はシ
ミュレーションによる検証に留まった。これらの検討に
より，CHPのスポットおよび調整電力市場での運用は，
風力発電の変動補完として有効であり，また現在調整電
力市場で運用されている汽力・ガスタービン発電に比べ

ても価格競争力があると結論づけられている。
　図10は，本プログラムでスポット市場での実運用が
行われたデンマークのHivide Sande地域暖房の2011年
1月16日と17日の運転実績である。このプラントでは，
3.77MWのガスエンジン2台と4MW，10MWのガス焚
きボイラに加えて今年から6MWの電気ヒータボイラの
運用が始まった。CHPはスポット価格の高い（需要が
多く風力発電量が少ない）夕方を中心に運転し，逆にス
ポット価格が低い深夜は電気ヒータボイラが運転されて
いる。本プラント運用の基本は，電力が不足し価格が高
くなると発電を行ない売電し，風力発電が余剰で価格の
安い時は電気を買電することである。本地域暖房は，電
力のProducerでありConsumerでもあるプロシューマと
して運用されており，前述したスマートエネルギーネッ
トワークの将来イメージに極めて近い。
　発電と消費の両面を持つプロシューマは大小様々考え
られるが，中でも1件当たりの電力量は小さいが大量
導入が期待できるのは家庭用CHPである。オランダで

図10　Hivide Sande地域暖房の設備稼働例　http://www.emd.dk/desire/hvidesande

図11　PowerMatching Cityのコンセプト　http://www.powermatchingcity.nl/UserPortal/Concepten/IndexAction
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Panels

Freezer with
Smart Agent

Hot Fill Dryer with
Smart Agent

Connection with Power Matcher Network

Flexible 
Thermostat

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            15 / 72



164 スマートエネルギーネットワークとは 日本ガスタービン学会誌

ー 16ー

は図11に示す”PowerMatching City”という実証試験
を2010年に開始した。25件の住宅に太陽電池，家庭用
CHP，ヒートポンプ給湯機，スマート家電，電気自動
車とスマートメータが取り付けられ，さらにコミュニ
ティーには風力発電，小型ガスタービンが設置されてい
る。太陽電池，CHPといった分散電源を持ち，家屋内
の電化が進んだ住宅とICT技術を用いれば，電力系統の
需給制御は従来の大規模集中電源の制御に頼るトップダ
ウン方式から，分散した個々の需要端における電気潮流
の双方向制御へと転換することも可能になる。具体的に
は，風力や太陽光の余剰電力が発生した時には，CHP
を止めヒートポンプで蓄熱し電気自動車を充電する。逆
に電力不足が発生した時にはCHPで発電し，スマート
家電はタイムシフトすることで需給調整を行う。ICTは
ネットワーク全体の需給データを収集し，需要端のプロ
シューマにリアルタイムで需給調整を指令する。
　プロシューマは，大量の再生可能エネルギー導入時の
発電量の変動抑制の対策費用を抑えるとともに，安心・
安全・快適を損なうことなく需要家のエネルギーコス
トを下げることを究極の目的としている。EUではこの
他に，オランダのハーグで300件，ドイツのエネルギー
供給会社のLichtblickはフォルクスワーゲン社と協力し
て10万件規模で⒁，それぞれ家庭用CHPを活用したプロ
シューマの実証を計画している。
　
6．東京ガスでの取り組み
　東京ガスにおいても，スマートエネルギーネットワー
ク実現のための実証試験や新たな地域冷暖房の開発等に
取り組んでいる。
　荒川区にある東京ガス千住テクノステーションにおい
ては，天然ガスコージェネレーションを核として，太陽
光発電や太陽熱収集装置などの再生可能エネルギー回収
装置や廃熱・太陽熱利用の高効率吸収式冷温水機と電気
ヒートポンプのハイブリッド型熱源システム等を導入
した。これにより，再生可能エネルギーの優先利用のた
めの最適制御，発生する熱を複数建物間で相互融通する
効果，コージェネレーションと電気ヒートポンプを活用
したプロシューマ機能の検証等，省エネ・省CO2を達成
するスマートエネルギーネットワークの実証試験を開始
した⒂。さらに，田町，豊洲，新宿等の商業地区におい
ては，地域冷暖房を核としたスマートエネルギーネット
ワークを実現すべく検討を進めている。
　
7．最後に
　スマートエネルギーネットワークは将来の再生可能エ
ネルギー大量導入時代には，プロシューマとして不安定
な再生可能エネルギーの変動を吸収することで，低炭素
社会において一定の役割を果たすエネルギーシステムで
ある。またエネルギーセキュリティーの観点からも，大
規模集中電力だけでなくコージェネレーションのような

分散型電源を地域に速やかに普及拡大させることの必要
性を再認識させたことは，今回の東日本大震災の教訓の
一つではないだろうか。震災後の電力不足に鑑み，ス
マートエネルギーネットワークを，需要化サイドの省エ
ネルギーと電源セキュリティーを向上する手段として捉
え速やかに普及推進し，これを将来の低炭素社会におい
ても活用することが，地道で賢明な選択と考える。
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1．はじめに
　近年，資源有効利用及び発電コスト低減の観点より発
電用ガスタービンにおいても低価格未利用燃料を代替燃
料として用いることに対する要望が高い。また，地球環
境保全性の観点から，排ガスに関する規制が厳しくなっ
ており，高効率に加え低エミッション燃焼技術が強く望
まれている。
 代替燃料を代表するものとして，ガス燃料としては製
鉄所にて発生する製鉄過程で生成する副生ガスである高
炉ガス（BFG）とコークス炉ガス（COG），石油精製所
での石油精製過程にて発生する副生ガス及び埋蔵量の多
い石炭エネルギーの有効利用を目的とした石炭ガス化燃
料等の水素含有燃料や天然ガス，石炭，バイオマス等か
ら得られるジメチルエーテル（DME）等の適用につい
ても多く検討がなされている。
　しかしながらこれらの燃料については，その燃料性状
の観点から予混合器により燃料と空気を混合させる乾式
での低エミッション燃焼技術の適用は大変に難しい。
　ガスタービンにおいては，このような燃料を適用した
場合においても，信頼性を損なわないと同時に，環境保
全の観点より排気ガスの低エミッションをも満足するこ
とに関して今後要求が高まってくると考えられる。
　環境保全性を満足しつつ上記のような特殊な燃料を適

用する場合では，良質なLNGと比較し課題が多く，特
別な考慮が必要となる。本報では，弊社で検討している
燃料多様化での環境保全に対応する低NOx燃焼技術の
開発動向について報告する。

2．日立H-25ガスタービン納入実績
　日立H-25ガスタービンは軸流17段圧縮機，軸流3
段タービン，10缶の逆流缶型燃焼器より構成されてい
る。H-25ガスタービンは製品化の後も要素技術の研究
をもとに改良を重ね，現在（2011/3月）では累計納入
台数140台を数え国内外で順調に稼働中である。用途別
では産業用熱電併給設備向けがほぼ半数であり，ついで
20%程度が発電用コンバインドサイクル向けとなってい
る。図1にH-25ガスタービン概略構造を表1にその性
能諸元を示す。図2に同型縮小モデル（H-15）も含め
たH-25シリーズガスタービンの納入場所と台数を示す
（建設途上のプラントも含む）。

燃料多様化に向けた低NOx燃焼技術の開発
吉田　正平＊2林　　明典＊1笹尾　俊文＊1

原稿受付　2011年4月25日
＊1　㈱日立製作所　電力システム社　日立事業所
　　　〒317-8511　日立市幸町3-1-1
＊2　㈱日立製作所　日立研究所
　　　〒312-0034　ひたちなか市堀口832-2

特集：ガスタービンを用いたコージェネレーションシステムと関連機器

YOSHIDA ShoheiHAYASHI AkinoriSASAO Toshifumi

キーワード：燃料多様化，低NOx燃焼，クラスタバーナ

図1　H-25ガスタービン構造

表1　H-25ガスタービン性能諸元

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            17 / 72



166 燃料多様化に向けた低NOx燃焼技術の開発 日本ガスタービン学会誌

ー 18ー

3.　燃料多様化に向けた乾式低NOx燃焼技術開発
3.1　天然ガス焚き乾式低NOx燃焼器
　これまで多数の納入実績のあるH-25ガスタービン用
乾式低NOx燃焼器⑴を図3に示す。本燃焼器は中央に拡
散燃焼方式のパイロットバーナを有し，その周囲に予混
合バーナを配置したものである。この予混合バーナは予
混合器内部で燃料と空気をあらかじめ混合させ，予混合
器出口に設けたリング状（ブラフボディ）保炎器により
火炎を保持する。
　本構造の予混合器では燃料と空気を混合するために空
間距離が必要となることから，火炎の逆流（逆火）や自
発火の問題より，適用可能な燃料は天然ガスに限られ，
水素濃度が高い燃料やDMEに対しては適用されていな
い。

3.2　燃料多様化対応低NOx燃焼技術の開発
　従来の低NOx燃焼器では適用が困難とされてきた燃
料に対して乾式により低NOx燃焼を可能とするために，
弊社では従来の空間的な燃料と空気混合方式と異なる新
たな急速混合技術を採用した予混合技術を提案し開発を
推進している⑵。クラスタバーナと称しているこのバー
ナの概念を図4に示す。本バーナでは従来の予混合器の
ような空間的な混合ではなく，空気孔上流部に燃料ノズ

ルを設けて燃料と空気の二流体が空気孔を通過する際の
縮流と通過後の拡大部における乱れの増大により急速に
混合するものである。この予混合機構では，混合距離が
極めて短いこと，また主混合部が空気孔出口から火炎ま
での空間にあることから逆火や予混合器内部での自発火
を回避でき，適正な予混合燃焼を可能としている。図5
に数値流体解析（CFD）により検討したクラスタバー
ナの燃料と空気の混合進行状況の例を示す。図5に示す
ように空気孔入口近傍で発生した乱れが，空気孔出口の
急拡大により急速に成長し混合が促進する。クラスタ
バーナでは混合部で燃料と空気が共存する領域が狭く，
主たる混合は空気孔出口から火炎に至るまでの燃焼室内
で進行することから，混合部での自発火や逆火などによ

図3　天然ガス焚きH-25ガスタービン乾式低NOx燃焼器
図4　クラスタバーナ構造概念

図5　クラスタバーナ混合状況（CFD結果）

図2　H-25ガスタービン納入実績（建設途上含む）
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る燃焼器損傷のリスクが回避できる。このためクラスタ
バーナは高温化･高圧力比化に伴い増大する自着火およ
び逆火のリスクを回避し，信頼性を保ちながら低NOx
燃焼が可能となる。
　図6に水流モデルを用いたレーザシート法による空気
孔内部の混合状況可視化例⑶を示す。レーザ計測やCFD
を用い，大気圧および高圧下での要素バーナ燃焼試験⑷

により燃料ノズル形状や空気孔仕様の改良を重ね⑷，燃
焼器全体に希薄燃焼火炎を形成することが可能となった。
図7に実機圧力下での要素クラスタバーナの燃焼状態
を示す⑷。

4．燃料多様化対応乾式低NOx燃焼技術
　前述したクラスタバーナの耐逆火性を活かして，弊社
では燃料多様化に対応する乾式低NOx燃焼技術を構築
している。以下に，その内容を紹介する。

4.1　DME焚き乾式低NOx燃焼器
　DMEは多様な炭化水素原料から合成が可能であり，
次世代の代替燃料として期待を集めている。しかしな
がらDMEは表2に示すように自発火温度が350℃であ
り，高効率（高圧力比）ガスタービンの圧縮機吐出空気
温度より低く，従来の予混合器では自発火の問題があり，
適用が難しい。このため，クラスタバーナの耐逆火･自
発火性能を活かして，石油天然ガス･金属鉱物資源機構
（JOGMEC）殿から委託を受け，DME･天然ガス焚き乾
式低NOx燃焼器の開発に取り組んだ。開発着手から単
一クラスタバーナの要素試験より知見を蓄積し⑸，中央
に1個，その周囲に6個クラスタバーナを配置したマ
ルチクラスタ形式の乾式低NOx燃焼器を試作した⑹。図
8に試作したDME･天然ガス焚き乾式低NOx燃焼器の概

略構造と空気孔プレート正面写真を示す。図9にDME
（純度100％）および天然ガス焚きでの実負荷単缶試験に
おけるガスタービン負荷に対するNOx排出特性を示す。
DME運転，天然ガス運転ともにNOx排出量25ppm以下
となる結果となった。

4.2　水素含有燃料に対する乾式低NOx燃焼技術
　弊社は2008年からの新エネルギー ･産業技術総合開発
機構（NEDO）殿によるプロジェクト「革新的ゼロエ
ミッション石炭ガス化発電プロジェクト」に参画し，ク
ラスタバーナの耐逆火性能を活かして幅広い水素濃度範
囲の燃料に対応する乾式低NOx燃焼器の開発をテーマ

図6  クラスタバーナ混合可視化例

図7　クラスタバーナ燃焼状態
図8  DME/天然ガス焚きマルチクラスタ乾式低NOx燃焼器

cm/s

vol %

MJ / kg

DME

cm/s

vol %

MJ / kg

DME

表2　DME燃料性状

図9　DME/天然ガス焚きNOx特性
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として開発に注力している。本節では水素含有燃料への
対応例として二酸化炭素回収・貯留付石炭ガス化複合発
電プラント（CCS-IGCC）用燃焼器の開発状況を紹介する。
　CCS-IGCCでは，二酸化炭素回収率により水素濃度
が回収率0％（CCS 0%）での27vol.％からCCS 90%の
84vol.%まで幅広く変化する。水素含有燃料は特に燃焼
速度が速いため，火炎をバーナ構造物から離れた位置に
安定して浮上させ，希薄燃焼させるための混合距離と構
造物の信頼性を確保した。
　図10に開発中の水素含有燃料用乾式低NOx燃焼器の
バーナ部構造を示す。試作した燃焼器は，中央にパイ
ロットバーナを配置し，その周囲に大気圧要素試験⑺に
より検討したクラスタバーナを6本配置したマルチク
ラスタ形式の燃焼器である⑻。図11に単缶中圧燃焼試験
における定格負荷相当条件でのNOx排出特性を示す⑻。
CCS 0%，CCS 30%，CCS 50%のいずれの燃料に対して
も15%O2換算で10ppm以下であり，水素含有燃料での乾
式低NOx燃焼を確認した。今後は起動･運用を含めより
一層の安定範囲の拡大と低NOx燃焼性能を図り実用化
を目指している。

5．おわりに
　以上，弊社の天然ガス焚きH-25ガスタービンに適用し
た乾式低NOx燃焼技術とともに，近年取り組みつつあ
る燃料多様化に対応した環境保全型燃焼技術の開発動向
について紹介した。今後ともガスタービンは高温化･高
圧力比化を通して一層の高効率を目指すとともに高い環
境保全性が求められるものと考えられる。また，エネル
ギー安全保障の観点のみならず，地球温暖化防止の観点
からもガスタービン燃料多様化への要望はますます高ま
るものと考えられる。
　このような情勢に応えるべく，今後とも各機関におい
て一層のガスタービン燃焼技術の革新が図られるものと
期待される。弊社もその一端を担うべく，より一層の技
術開発に努めていく所存である。

参考文献
⑴　笹尾俊文，他3名，“低NOx燃焼器を採用したH-25ガス
タービンの運転実績”，日立評論 Vol.85, No.2 （2003），
pp.19-22

⑵　井上洋ほか3名，日本燃焼学会誌，45-131，（2003-11），
11-16

⑶　三浦圭祐, 他3名, “流れの可視化による燃料/空気同軸ノ
ズルの混合性能改善” 第34回ガスタービン定期講演会論
文集，（2006），pp.239-244

⑷　三浦圭祐, 他3名, “LNG焚きガスタービン燃焼器の要
素技術開発” 第37回ガスタービン定期講演会論文集, 
（2009），pp.103-108

⑸　小泉 浩美，他3名,“DME用ガスタービン燃焼器の開
発”第30回ガスタービン定期講演会講演論文集，（2002），
pp.91-96

⑹　Takeo Saiou, et al., “PERFORMANCE DEMONSTRATION 
OF THE FULL SIZE MULTI CLUSTER COMBUSTOR 
FOR DME UNDER REAL ENGINE CONDITIONS” 
ASME Turbo Expo 2005, GT2005-68647

⑺　浅井智広, 他5名， “水素含有燃料焚き多孔同軸噴流
バーナの大気圧燃焼特性（第2報）”, 第38回ガスター
ビン定期講演会講演論文集，（2010），pp.171-176

⑻ 百々聡，他5名， “水素含有燃料焚きガスタービン用ド
ライ低NOx燃焼器の燃焼特性”, 第38回ガスタービン定
期講演会講演論文集，（2010），pp.177-182　

図10　水素含有燃料用乾式低NOx燃焼器

図11　水素含有燃料用燃焼器NOx特性
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1．はじめに
  ガスタービン排ガスの熱エネルギーを回収して，蒸気
を発生させるコージェネレーション用排熱ボイラーに関
し，その種類，計画概要，技術動向等について解説する。

2．排熱ボイラーの種類
  コージェネレーション用においては，様々な蒸気用途
があり，その蒸気条件（圧力，温度）もプラント毎に異
なる。ただし，大容量のコンバインドサイクル発電用と
は異なり，再熱器を有するといった複雑なシステム構成
が求められることは少なく，単純なシステム構成となる
ことが通例である。
　代表的な分類を以下に示す。

2.1  自然循環／強制循環式
　蒸発器の水循環方式の違いによる分類である。コー
ジェネレーション用の場合，簡素で所内動力が小さくな
る自然循環式を採用するボイラメーカーが多い。
　分類の意味合いが異なるが，こうした循環タイプ以外
に，貫流式が採用されることもある。厚肉のドラムが不
要となり，起動時の昇圧・昇温レートの制限が緩和され
る等，起動時間短縮に繋がるとされている。
　
2.2　横／竪型
　ガスタービン排ガスの流れ方向による分類である。ガ
ス流れが水平となる横型の方が，自然循環式との適合性
がよく，コージェネレーション用では横型が多い。ただ
し，竪型を得意としているボイラメーカーもあり，設置
スペースの制約が厳しい場合や，強制循環式などで竪型
が採用されている。

　上述の分類以外にも，伝熱管パネルの支持構造（ボト
ムサポート／トップサポート構造），蒸発器の構造（単
胴／二胴式），追焚装置の有無，ヒートバランスの違い
（単圧／複圧，過熱器・節炭器の有無），屋外／屋内式な
どでボイラー形式が定められる。

　これら排熱ボイラーの外形図を図1，2に例示する。
数千kW程度以下のガスタービンの場合，単胴／二胴蒸
発器といったように簡素な伝熱面構成となることが通例
で，一方，数万kWクラスになると，複数の伝熱面単位
（ハープなどと称する）から構成され，横型においては
その排ガス容量に応じて高さが10m以上となるものもあ
る。

　
3．排熱ボイラーの計画
　排熱ボイラー計画に際しての考慮点を以下に述べる。
　
3.1　温度プロフィール
　ガスタービン排ガス温度はせいぜい600℃程度以下で
あり，熱回収効率を高める観点からもガス温度と水・蒸
気温度との差は，一般のボイラーに比べて小さい。この

排熱ボイラーの概要とその技術動向
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ことが排熱ボイラーの特徴として挙げられるが，ガスと
水・蒸気の温度差が最も小さくなる温度差をピンチポイ
ント温度差と呼び，一般には蒸発器のガス出口部とな
る。このピンチポイント温度差が小さくなるように計画
することで回収できる熱量が増え，蒸発量の増加となる
が，一方で必要伝熱面積が増えるので，経済的なピンチ
ポイント温度差は10℃程度以上とされている。また，ド
ラム内圧力の飽和温度と節炭器出口給水温度との温度差
をアプローチポイント温度差と称するが，回収熱効率と
必要伝熱面積の関係は，ピンチポイント温度差と同じこ
とがいえる。さらにアプローチポイント温度差の場合に
は，あまり小さく選定すると，節炭器でのスチーミング
リスクが高まることになるので，こうした対策も考慮の
上，適正な値とする必要がある。

　このように，排熱ボイラーでの最大蒸発量は，ピンチ
ポイント，アプローチポイント温度差で律せられる。こ
うした特性は，図3に示されるような温度プロフィール
を作成すると分かり易い。図3の例図に示されるように，
低圧ほどその飽和温度が下がり，回収できる熱量が増え
て蒸発量が増えることが分かる。
　また，過熱器を有する場合には，その出口蒸気温度は
ガスタービン出口ガス温度で律せられ，その温度差とし
て30℃程度以上を確保するのが通例である。
　
3.2　低温部の計画
　コンバインドサイクルにおける復水と異なり，コー
ジェネレーションでの給水は，純水（イオン交換水）ま
たは軟化水のメークアップとなることが多い。この場合，
給水中には最大で数ppmオーダーの溶存酸素が含まれ
ることになり，管内面の腐食に注意を要する。この節炭
器の内面腐食を抑制するために，その上流に脱気器を設
ける，節炭器（給水加熱器）を設けず脱気蒸発器ドラム
へ給水する，ステンレス製節炭器とする，などといった
対応を検討することになる。ステンレス製節炭器の場合
には，応力腐食割れへの配慮から，給水中の塩素濃度の
管理も重要となる。
　また，給水温度がガスタービン排ガスの（水）露点よ
り低い場合，伝熱面表面に露がつき，外面腐食（錆また
は炭酸腐食）が問題となる。こうした場合には，前述の
ステンレス製節炭器や脱気蒸発器の採用，さらには節炭
器出口給水をその入口に戻して露点以上に節炭器入口給
水温度を高める，いわゆる再循環方式の採用，などの対
応が採られる。なお，ガスタービン燃料中に硫黄分が含
まれる場合には，酸露点以下で硫酸腐食が問題になるの
で，低温部の設計条件が大きく変わることになり，これ
ら計画条件を明確にしておくことが肝要である。
　
3.3　許容排ガス圧力損失
　排熱ボイラーのガス流路断面積を小さくして，ガス流

  

   
 

 

 

図3　温度プロフィール

図2　排熱ボイラー外形図（竪型自然循環式，蒸発量58t/h）
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速が速くなるように計画した方が，管外面の熱伝達係数
が向上し，伝熱面積を小さくすることができる。反面，
排熱ボイラーでの排ガス圧力損失が大きくなりガスター
ビン性能へ影響を及ぼすことになるので，経済性を考慮
して適正な排ガス圧力損失が選定される。
　
3.4　伝熱管の計画
　排熱ボイラーでの排ガスは一般にクリーンであり，さ
らに収熱率が相対的に低いため，伝熱管としてフィン
付き管を採用して，伝熱効率を高めることが通例であ
る。ただし，追焚直後の伝熱管など，そのフィン先端メ
タル温度が高くなる場合は，裸管採用となることもある。
フィン付き管の種類としては，そのフィン形状の違いで，
ソリッドフィンとセレーティドフィンがある。セレー
ティドフィンは，フィンに切込みが入っており，ソリッ
ドフィンより伝熱性能が優れる。（図4）
　伝熱管は，千鳥または碁盤目状に配置される。千鳥配
列の方が伝熱性能に優れるが，製造面では碁盤目配列の
方が容易であり，こうした伝熱面計画の方針は，ボイラ
メーカーの思想に委ねられている。

3.5　流れ加速腐食（Flow Accelerated Corrosion）
　排熱ボイラーの場合，一般のボイラーに比べて熱負
荷が小さく，腐食の程度も軽微であると以前に考えら
れることもあったが，低温部の乱れ箇所を中心に流れ
加速腐食の事例が紹介されている⑴。この流れ加速腐食
は，100 ～ 150℃程度の温度域で顕著になるとされてお
り，該当する低圧蒸発器や低圧節炭器には，その伝熱管
材質として耐食性に優れる合金鋼を採用するなどの対応
が考慮される。

3.6　脱硝装置
　国内では脱硝装置が設置される場合も多く，一般的に
は選択接触還元法が用いられている。脱硝触媒には，性
能面から適正なガス温度範囲が存在し，その仕様に応じ
た適正なガス温度域となるように排熱ボイラー内におけ
る脱硝触媒の配置位置が決定される。各ガス温度域に対
応した種類の触媒が存在するが，300 ～ 350℃程度で計
画されることが多い。

4．求められる特性と技術動向
　排熱ボイラーに求められる特性としては様々なガス
タービンの運転状態に追従可能で，できるだけ熱回収効
率を高めることである。ただし，コージェネレーション
用排熱ボイラーで高度な技術が求められることはなく，
技術開発要素も少ない。従って，技術動向として特筆す
べきことは少なく，排熱ボイラーに求められる特性を中
心に，技術動向も多少交え以下に記述する。
　
4.1　負荷追従性
　ガスタービンの特長として，急速起動が挙げられる。
こうしたガスタービンの特長の制約とならないように，
ガスタービン排ガス条件の変化に耐え得る構造が求めら
れる。
　ボイラー本体の保温方式としては，内面保温と外面保
温の両方式があるが，内面保温方式の方がガス温度変化
によるケーシング温度の変化量が抑制され，ガスタービ
ンの負荷変化に対する信頼性は高いと考えられる。
　ドラムボイラ（自然循環式）の場合，起動時のドラム
水比容積変化に伴う膨出に注意を要し，起動時水位を下
げるなどの対策が採られるが，然るべき容量のドラムサ
イズとすることも肝要である。
　過熱式の場合には，その蒸気温度を一定に保つために，
減温装置が設けられることも多い。

4.2　水処理と蒸気性状
　排熱ボイラーで生成される蒸気は，その工場での製品
となり，蒸気性状への特別な要求を出されることがある。
こうした要求性状を考慮して，使用する薬品の種類など，
水処理方式へ反映することが求められる。
　
4.3　高温追焚
　蒸気量の需要増に対応するための解決策のひとつとし
て追焚があり，その高温化の動きがある。追焚後の高温
燃焼ガス温度部への対応がポイントであり，高温酸化特
性に優れるプレート材の適用などで高温化に対応するこ
とが行なわれている⑵。
　
5．おわりに
　二酸化炭素削減への対策面からも，排熱ボイラー採用
の需要はこれからも高いと思われる。ここで，最も求め
られることは，その信頼性向上であり，関係者の地道な
努力が続けられている。本稿がこうした活動への多少の
手助けになれば幸甚である。

参考文献
⑴　火力原子力発電，Vol.61 No.8（2010年8月），p69
⑵　 藤井篤之，他，IHI技報，第49巻 第2号（2009年6月），
p103
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1．はじめに
　本報では，ガスタービンコージェネレーションから生
成される蒸気を駆動源とする機器として，蒸気式吸収冷
凍機を主に説明する。まず，吸収冷凍機の高効率化技術
を解説する。次に，吸収冷凍機の冷却水を暖房用温水等
に利用できる，冷温水同時供給の吸収冷凍機を説明する。
更に，吸収冷凍機の原理を応用した，第二種吸収ヒート
ポンプのガスタービンコージェネレーションへの適用を
説明する。

2．吸収冷凍機の高効率化技術
2.1　二重効用吸収冷凍機の効率
　蒸気式吸収冷凍機の効率は，一般的に蒸気消費率で
表記されている。蒸気消費率は冷凍能力1USRTを得る
ために必要な蒸気流量kg/（h･USRT）で定義される
（1USRTは3.5kW）。現在の蒸気式二重効用吸収冷凍機
の最高効率は，蒸気消費率3.5kg/（h･USRT）となって
いる。
　この最高効率機の一例として，荏原冷熱システム㈱製
の蒸気式二重効用吸収冷凍機RFW型⑴にて高効率化技術
を説明する。

2.2　RFW型製品仕様
　図1にRFW型の外形図を，表1にRFW型の代表仕様
を示す。図1に示すとおり，RFW型は，蒸発器／吸収
器缶胴，低温再生器／凝縮器缶胴と高温再生器の合計3
つの缶胴から構成されている。製品を搬入する際には，
蒸発器／吸収器缶胴と低温再生器／凝縮器／高温再生器
缶胴とを分割し搬入することが可能である。
　表1に示すとおり，RFW型は，冷凍機1台で構成す
るシングルタイプとして1864 ～ 5274 kW｛530 ～ 1500 
USRT｝の12機種，シングルタイプの冷凍機2台を背面
設置して構成するツインタイプとして3727 ～ 10549 kW
｛1060 ～ 3000 USRT｝の12機種，計24機種のシリーズ
となっている。
　吸収冷凍機を駆動する熱源の蒸気圧は，0.78 MPa（Ga
uge），冷水の出入口温度は14→6℃，冷却水の出入口
温度は32→40℃となっている。

2.3　サイクルフロー
　図2にRFW型のサイクルフローシートを示す。この
フローシートに沿って，吸収冷凍機の動作原理を説明し
てゆく。
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　まず，蒸発器伝熱管外で冷媒（水）が蒸発することで，
伝熱管内を流れる冷水を冷却する。蒸発した冷媒蒸気
は，吸収器伝熱管外を流下する吸収溶液（臭化リチウム
溶液）に吸収される。冷媒蒸気を吸収して薄くなった溶
液（希溶液）は，溶液熱交換器を経て高温再生器と低温
再生器に送られる。
　高温再生器では，供給される熱源蒸気により希溶液が
加熱濃縮され濃溶液となり，低温再生器では，高温再生
器で発生した冷媒蒸気により希溶液が加熱濃縮され濃溶
液となる。
　高温再生器で加熱濃縮された濃溶液は高温溶液熱交換
器で希溶液と熱交換した後，低温再生器で加熱濃縮され
た濃溶液と混合され，低温溶液熱交換器で更に希溶液と
熱交換を行い，吸収器へ戻る。また，高温再生器及び低

温再生器で発生した冷媒蒸気は，凝縮器で冷却液化され，
冷媒冷却器で冷却水により冷却された後，蒸発器へ戻る。
なお，高温再生器の溶液を濃縮するために用いた熱源蒸
気は，低温溶液熱交換器から分岐された希溶液を加熱す
ることで更に熱回収された後にドレンとして戻される。
　本サイクルは，吸収器からの希溶液を分岐して，高温
再生器と低温再生器に供給するため，分岐フローと呼ば
れている。以下に，本サイクルフローでの高効率化技術
を説明する。

2.4　高効率化技術
2.4.1　ドレン熱交換器
　従来直列に接続していた高温溶液熱交換器とドレン熱
交換器を並列に配置することで，蒸気ドレンからの熱回

表1　RFW型　標準仕様表⑴

図2　二重効用吸収冷凍機RFW型サイクルフローシート⑴
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収量を大幅に増やした。従来は，高温溶液熱交換器で昇
温された希溶液をドレン熱交換器で熱回収したため，蒸
気ドレンと溶液の温度差をとることができなかった。こ
れを並列に配置し，低い温度の希溶液と蒸気ドレンを熱
交換させて温度差を大きくとることで熱回収量を増加さ
せている。

2.4.2　内部熱回収の向上
　従来機種ではシェルアンドチューブ型の熱交換器を採
用していた溶液熱交換器，ドレン熱交換器にプレート型
熱交換器を採用することで熱交換器の温度効率を改善し，
サイクル内部の熱回収量を増加させた。
　溶液熱交換器，ドレン熱交換器の効率向上により，再
生器に供給される希溶液の温度が昇温されることで，再
生器に投入する蒸気消費量を大幅に削減することが可能
となった。

2.4.3　二段吸収蒸発
　従来一組だった吸収器・蒸発器を二組に分け，それぞ
れ異なった圧力下で作動する二段吸収蒸発にすることに
より，濃溶液と希溶液の濃度差を従来機種の約2倍とし
た。それにより，溶液循環量を従来機種に比べ半減する
ことが可能となり，熱交換器の高効率化，小型化につな
がっている。

2.5　部分負荷効率の改善
　吸収冷凍機は，定格点以外の部分負荷で運転されるこ
とが多く，部分負荷効率の改善も大きな課題となってい
る。
　図3に，冷却水入口温度をJIS条件とした場合の，従
来型（RAW型）とRFW型の部分負荷特性例を示す。
RFW型では，溶液ポンプ，溶液スプレーポンプのイン
バータによる溶液循環量制御，及び前述した手法により，
冷凍負荷全域で従来シリーズに比べ蒸気消費率が低減し，
大幅な高効率化が図られている。
　従来機種では，冷凍負荷60%付近までは，蒸気消費率
が低下するものの，それ以下の領域では，蒸気消費率が

上昇傾向にある。一方，RFW型では，冷凍負荷40%ま
で蒸気消費率が減少している。さらに冷凍負荷を20%ま
で下げた場合には，若干の蒸気消費率の上昇がみられる
が，RAW型の上昇幅と比較すればその程度は小さい。

3．三重効用吸収冷凍機による高効率化
　前述した蒸気消費率3.5kg/（h･USRT）を越すさらな
る高効率化を行うためには，二重効用吸収冷凍機では効
率向上の限界に近づいているために，三重効用吸収冷凍
機の実用化が進められている。
　三重効用サイクルは，二重効用サイクルに再生器を一
つ追加した機器構成となる。二重効用サイクルでは，高
温再生器で発生した冷媒蒸気は，低温再生器の溶液のみ
の加熱となる。三重効用サイクルでは，高温再生器で発
生した冷媒蒸気で順次，中温再生器，低温再生器の溶液
加熱が行われ冷凍機内部での熱回収量が増加する。これ
により冷凍効率のさらなる改善が可能となる。
　しかしながら，三重効用サイクルは，二重効用サイク
ルに比べて，高温再生器の溶液温度および冷媒蒸気圧力
が高くなる。二重効用吸収冷凍機の高温再生器は軟鋼製
であり，内部溶液温度は165℃程度を限界として，160℃
前後で運転するのが一般的である。通常の三重効用サイ
クルでは，高温再生器の出口溶液温度が190 ～ 210℃に
もなり，腐食対策が大きな課題で，耐食材料の選択，腐
食抑制剤の改良・選択などが必要になっている⑵。
　三重効用サイクルでは，上述の通り3つの再生器（高
温再生器，中温再生器，低温再生器）で構成されるため，
各再生器への溶液供給パターンが数多くあり，その数は，
60種類にも及ぶ。その中で，腐食環境が厳しい高温再生
器の溶液温度を低下させるサイクル，高温再生器の内部
圧力を低減させるサイクルなどが検討されている⑵。
　三重効用サイクルの一例を図4に示す。図4のフロー
は，吸収器からの溶液を，高温再生器，中温再生器，低
温再生器に並列に供給するサイクルであり，分岐フロー
サイクルと呼ばれている。このサイクルは，図2に示し
た二重効用分岐フローサイクルを三重効用に拡張したサ
イクルとなっている。
　三重効用サイクルの実用化については，加熱源を燃
焼ガスとした三重効用吸収冷温水機が（独）新エネル
ギー・産業技術総合開発機構の共同研究事業により，
2001年度から2004年度までの4年間の開発を経て2005年
に商品化された⑶。その製品の冷凍能力は，185USRTと
340USRTの2機種であり，燃料の削減率は，定格点で
二重効用サイクル機の最高効率機に対して，約15％削減
されている。課題となる高温再生器の腐食抑制技術に関
しては，要素試験，実機での耐久試験を実施し，解体調
査することで確認が行なわれた。耐久試験の概要は表2
の通り実施され，運転期間中に腐食抑制剤（インヒビ
ター）の濃度を適切に保つ管理が行なわれた。耐久試験
後の解体調査の結果，実用上において十分な耐久性を有図3　部分負荷特性図⑴
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していることを確認している⑶。
　加熱源を蒸気とする蒸気式三重効用吸収冷凍機におい
ても，実用化がなされている⑷。表3に蒸気二重効用と
三重効用の仕様比較を示す。表に示す通り，蒸気消費率
は約17％改善される。蒸気式三重効用吸収冷凍機に関し
て，今後のガスエンジンコージェネレーションへの適用
が期待される。

4．冷温水同時供給の吸収冷凍機⑸

　従来の蒸気式吸収冷凍機は，7℃程度の冷水を取り出
すために，32℃程度の冷却水を38℃程度まで昇温し冷却
塔にて放熱している。
　冷温水同時供給の吸収冷凍機では，冷却水の温度を暖
房用途に使用できるように上昇させ，40℃程度の冷却水

を45℃程度まで昇温している。すなわち，冷却塔で放熱
されていた熱量を暖房用途に使用することで省エネル
ギーを計る技術である。
　従来技術にて冷温水同時供給の吸収冷凍機を設計する
場合は，冷却水温度を上昇させることから，吸収サイク
ルの溶液濃度の上昇が生じ，溶液の結晶化を防ぐ対応
が必要になる。さらに，高温再生器の溶液温度の上昇，
高温再生器内部の圧力の上昇を解決する必要がある。
　最新の二重効用吸収冷凍機の技術と冷温水同時供給運
転時における新たな制御ロジックを採用することで，こ
れら二つの課題を解決した効率の高い冷温水同時供給運
転が実現した。
　表4に冷房運転時，冷温水同時供給時の冷水，冷却水
温度条件と，冷水，冷却水（温水）と加熱蒸気の熱量
（冷房運転時の冷凍能力を100%とした場合の熱量）を示
す。表4に示すとおり，冷温水同時供給時の冷凍能力は，
冷房運転時の冷凍能力に対して38.5%となる。また，冷
房と暖房の容量比は，38：72であり暖房容量が高めに設
定されている。表4から冷房運転時の成績係数COPを
冷凍能力÷蒸気入熱量，にて定義すると，COPの値は，
1.40となっている。また，冷温水同時供給時の成績係数
COPを（冷凍能力+暖房能力）÷蒸気入熱量，にて定義
するとCOPの値は，3.30となっている。
　表4の冷水，冷却水（温水），加熱蒸気の熱量から，
冷房運転時は，冷凍能力100を得るために，冷凍能力100
と蒸気加熱量71.4をあわせた171.4の熱量を冷却塔にて捨
てることになる。一方，冷温水同時供給運転時は，冷凍
能力38.5を得つつ，冷凍能力38.5と蒸気加熱量33.5をあ

図4　三重効用サイクルの一例

表2　耐久試験の概要⑶

表3　蒸気三重効用と二重効用仕様比較⑷
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わせた72の熱量を暖房用途に利用できる。
　このように，冷却水の熱を有効利用することで，吸収
冷凍機の入熱量に対して，利用できる熱量が増加し，冷
凍機トータルとしての運転効率を改善することができる。

5．第二種吸収ヒートポンプ⑹

5.1　第二種吸収ヒートポンプ概要
　前述までの吸収冷凍サイクルを応用した機器として，
第二種吸収ヒートポンプが存在する。第二種吸収ヒート
ポンプは加熱源よりも高い温度の温水，もしくは蒸気を
取り出すことが可能な機器である。

5.2　サイクルフロー
　図5に第二種吸収ヒートポンプのフローシートを示す。
吸収ヒートポンプの主な構成機器は，蒸発器，吸収器，
凝縮器，再生器，溶液熱交換器，溶液ポンプ，冷媒ポン
プであり，一般的な吸収冷凍機と同じである。
　第二種吸収ヒートポンプサイクルでは，再生器で濃縮
された濃溶液が，溶液熱交換器の被加熱側を経由して吸
収器に入る。吸収器で伝熱管上に散布された溶液は，蒸
発器から流入する冷媒蒸気を吸収して吸収熱を発生し，
その熱で伝熱管内の給水を加熱・蒸発させる。冷媒を吸
収して濃度が薄くなった溶液は，溶液熱交換器の加熱
側を経由して再生器に戻る。再生器で伝熱管上に散布さ
れた溶液は，廃温水によって加熱され，冷媒蒸気を発生
して濃縮されて濃溶液となり，溶液サイクルを一巡する。
再生器で発生した冷媒蒸気は凝縮器に流入し，冷却水に
よって冷却されて凝縮し冷媒液となる。冷媒液は冷媒ポ
ンプによって蒸発器に散布され，廃温水によって加熱さ
れて蒸発し，吸収器に流入する。
　このように，廃温水を再生器と蒸発器に供給し，凝縮
器には冷却塔からの冷却水を供給することによって，吸
収器にて給水が昇温されて蒸気を発生することができる。
吸収ヒートポンプは，廃温水そのものを駆動源として
高温を発生できることが大きな特徴であり，理論成績係
数（吸収器発生熱量÷廃温水からの入熱量）は，0.5で
ある。

5.3　代表仕様
　表5に第二種吸収ヒートポンプの代表仕様を記す。
90℃の温水と28.5℃の冷却水から0.2MPa（Gauge）の蒸
気を取出すことが可能である。

　廃温水の熱源として，ガスタービンコージェネレー
ションで使用される，廃ガスボイラの還水や他プロセス
から熱回収される温水を利用することが考えられる。

6．「スチームリンク」⑹

6.1 「スチームリンク」概要
　上述の通り，第二種吸収ヒートポンプで生成できる蒸
気の圧力は，0.2MPa（Gauge）と低い。このため，多
くのプロセスに適用するためには，より高圧の蒸気が要
求されることが考えられる。
　そこで，吸収ヒートポンプにより廃温水から0.1 ～
0.2MPa（Gauge）の低圧蒸気を発生させ，エゼクタに
よって0.3 ～ 0.6MPa（Gauge）まで昇圧し，一般的な工
場プロセス等で需要の多い圧力の蒸気を製造する「ス
チームリンク」が開発された。なお，本システムは，東
京ガス㈱，三浦工業㈱，荏原冷熱システム㈱の3社共同
開発によるものである。

6.2　エゼクタ
　「スチームリンク」で蒸気の昇圧に用いられるエゼク
タについて説明する。蒸気エゼクタは高圧蒸気を駆動源

図5　第二種吸収ヒートポンプフローシート

表5　第二種吸収ヒートポンプ代表仕様

表4　冷房運転時と冷温水同時供給時の各条件
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とし，低圧蒸気を昇圧することができる。高圧蒸気はノ
ズルから低圧超音速で噴射され，低圧蒸気を吸い込み，
双方の蒸気はディフューザで混合され，ディフューザの
面積が広がるに従い減速し，徐々に圧力が上昇する。そ
の結果，ディフューザ出口では低圧蒸気よりも高い圧力
の蒸気が吐出される。蒸気エゼクタは構造がシンプルで
可動部を持たないため，高い耐久性･信頼性を備えている。

6.3　「スチームリンク」代表仕様
　図6に「スチームリンク」のシステムフローを示す。
本システムは，廃温水から低圧蒸気を発生する吸収ヒー
トポンプと，低圧蒸気を昇圧するエゼクタと，これら
の制御装置から構成されている。5.2にて説明した吸収
ヒートポンプから発生した0.1 ～ 0.2MPa（Gauge）の低
圧蒸気が，駆動源の高圧蒸気とエゼクタを用いることで，
0.5MPa（Gauge）まで昇圧される。
　表6に「スチームリンク」の代表仕様を示す。90℃の
廃温水を利用し，駆動源の高圧蒸気量790kg/hに対して，
出力は1055kg/hと約30％の蒸気が増加されている。す
なわち，廃熱を利用することで，約30％の省エネルギー
が図られている。なお，吸収ヒートポンプの性能は，冷
却水温度が低いほど高くなる。よって，冷却水温度が高
い夏季は，吸収ヒートポンプから得られる蒸気量は少な
く，冷却水温度が低い冬季は得られる蒸気量が多くなる。

6.4　ガスタービンコージェネレーションへの適用
　次に「スチームリンク」をガスタービンコージェネ

レーションに適用するケースを検討する。
　図7にシステムフロー例を示す。「スチームリンク」
に供給する高圧蒸気は，ガスエンジンコージェネレー
ションの廃ガスボイラにて発生する。「スチームリンク」
に供給する廃温水は，廃ガスボイラや燃料焚きボイラの
還水，他プロセスから熱回収される温水を利用するケー
スが考えられる。
　「スチームリンク」をガスタービンコージェネレー
ションに組み込むことにより，コージェネレーション全
体の効率を向上させる効果が期待される。

7．おわりに
　本報では，ガスタービンコージェネレーションから生
成される蒸気を駆動源とする機器としての蒸気式吸収冷
凍機，さらに吸収冷凍機の高効率化技術を説明した。ま
た，吸収冷凍機の冷却水を暖房用温水等に利用できる，
冷温水同時供給の吸収冷凍機を，さらに廃温水の熱を利
用し蒸気を生成する，第二種吸収ヒートポンプのガス
タービンコージェネレーションへの適用に関しての説明
を行なった。
　本報により，ガスタービンコージェネレーションの省
エネルギー化について参考になれば幸いである。

参考文献
⑴　青山淳， エバラ時報，No.208（2005-7），P17
⑵　井上，入江，齋藤，河合，日本冷凍空調学会論文集，
Vol.20　No,4（2003），P461

⑶　五嶋洋介，冷凍，Vol.83 No.967（2008-5），P329
⑷　日立アプライアンス，三重効用蒸気吸収式冷温水機リー
フレット，

　　（2008-12）
⑸　西山，横山，内田，坂野，2010年度日本冷凍空調学会年
次大会講演論講集，A323

⑹　福住，梶山，藤村，2010年度日本冷凍空調学会年次大会
講演論講集，A321

＊ 本報中「RFW型」「RAW型」の表示は，荏原冷熱システ
ム㈱の機種記号です。

＊本報中「スチームリンク」は東京ガス㈱の登録商標です。

図6　「スチームリンク」フロー図

表6　「スチームリンク」代表仕様

 

図7　システムフロー例
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1．はじめに
　当社では，地球環境の未来に貢献する温暖化防止技術
の一つとして，従来未利用となっている分散して存在す
る排熱（80℃～ 120℃）の回収を目的として，低沸点で
ある代替フロンを作動媒体に用いた単純ランキンサイク
ルの250kW級小型バイナリー発電設備（商品名：「グ
リーンバイナリータービン」）を開発した。
　本稿で紹介する小型バイナリー発電設備は，当社が
1980年代初頭に開発製作したフロン（CFC-11：現在は
規制により製造されていない）を作動媒体とする2～
4MW級バイナリー発電設備の知見に基づいたものであ
る。タービン発電機は最新のパワエレ技術によりタービ
ンと発電機を一体化し，かつ，高速回転させることでコ
ンパクト化を図っている。さらに発電機ロータとステー
タの間に薄肉円筒状のキャンを挿入することで，作動媒
体を完全に密封し，系外への媒体の漏洩が無いという特
長を有するものである。
　初号機をデモ機（図1：発電設備外観，図2：タービ
ン発電機）として当社神戸工場内に新たに開設された
自家用発電所である「神戸パワーセンター」に設置し，

2010年5月に試運転を開始し，所期の性能が満足したこ
とを確認して，現在に至っている。
　神戸パワーセンターにはガスエンジンが主発電設備と
して設置されており，グリーンバイナリータービン初号
機はその排熱を回収して発電を行っている。ガスエンジ
ンは「川崎重工製V12気筒60Hz KG-12-V型5,000kWグ
リーンガスエンジン」で，単機で世界最高効率の49％を
達成した発電設備であり，「グリーンバイナリータービ
ン」を組合せることで発電所総合効率50％超と小規模発
電所としては類を見ない効率を有している。

低温排熱利用バイナリータービンの概要
“グリーンバイナリータービン”

溝口　和彦＊1

原稿受付　2011年3月23日
＊1　川崎重工業㈱　タービン部　陸用タービン課
　　　〒650-8670　神戸市中央区東川崎町3-1-1

特集：ガスタービンを用いたコージェネレーションシステムと関連機器

MIZOGUCHI Kazuhiko

キーワード：バイナリータービン，低温排熱利用，高速タービン発電機，環境適合媒体

図1　タービン発電機外観

図2　タービン発電機外観
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2．グリーンバイナリータービンの主要目
　表1にデモ設備の主要目を示す。

　
3．システムフロー
　図3に基本的な熱媒体サイクルのシステムフローを示す。
　パッケージ範囲を基本構成とし，タービン発電機と媒
体系統機器等が含まれ，温水系統，冷却水系統はパッ
ケージ範囲外としている。熱源には様々な形態があり，
パッケージ範囲外については都度設計の対応を想定して
いるためである。
　作動媒体は，液体の状態で予熱器を通り加温された後，
蒸発器において飽和蒸気となる。飽和蒸気はタービン発
電機で250kWの動力を発生させた後，凝縮器で凝縮さ
れ液体となる。タービン発電機をはじめとして，構成機
器からの媒体の漏洩は無く，完全に密閉なサイクルを実
現している。

　凝縮器には水冷式を採用することにより，主媒体蒸気
とタービン排気の有効熱落差を空冷式凝縮器を採用した
場合と比較して大きく取れるために，サイクル効率が大
きく出来ている。
　排熱を有効利用して発電することで，250kWの発電
機出力が得られ，パッケージ内補機動力を差し引いた発
電量*2）で見れば約550t-CO2/年の削減が可能となる。
　
　備考*2） 温水・冷却水設備は既設を流用し，それら
の補機動力を差し引かず，発電出力からパッケージ内補
機の動力だけを差し引いた場合の発電量
　
4．グリーンバイナリータービンの特長
4.1　タービン発電機の特長
　図4にタービン発電機の断面図を示す。前述したよう
に，タービン発電機が一体構造であること，さらにキャ
ンを採用し媒体の漏洩が無いことが特長である。
　発電機ロータの両端にインペラを装着するダブルフ
ロー構造とすることで，シングルフローと比較すれば小
径インペラが採用できるため高速回転化が可能となり，
発電機のコンパクト化が図られている。タービンと発電
機を軸直結していることから，この出力範囲でこれまで
一般的に採用される減速装置が不要となっている。
　キャンは作動媒体との適合性試験，および圧力・熱サ
イクル試験を実施し，問題が無いことを確認した上で採
用している。
　発電機ロータ部の冷却は媒体蒸気で行っている。通常
であれば，軸にファンを設け，ロータとステータを共に
空冷しているが，ロータ部はキャン内部構造となるため，
空冷式ファン冷却ができない。よって，発電機ステータ
部のみを外部に送風ファンを設けた空冷式としている。
　インペラの形状および発電機の冷却流路形状は，採用
されている媒体の特性に合沿ったCFD解析により最適
化を図っている。

要目 仕様

サイクル ランキンサイクル

作動媒体 代替フロン

発電機端出力 250kW

タービン型式 横型単段ダブルインペラ式

発電機型式 永久磁石3相交流高周波同期発電
機

発電機容量 250kVA（力率1.0）

回転数 約9,000rpm （可変速式）

蒸発器 流下液膜式シェル＆フィンチュー
ブ式

（熱源）循環温水 1台

入口温度/流量 98℃ / 180t/h（定格条件*1）

凝縮器型式 シェル&フィンチューブ式

（冷却源）循環冷却水
温度/流量 20℃ / 480t/h （定格条件*1）

備考*1）250kWの発電に必要な温水・冷却水条件

表1　設備主要目

図3　サイクルシステムフロー
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4.2　熱交換器の特長
　蒸発器は流下液膜式とすることで，熱交換器の胴側に
管群全体を漬すまで媒体を満たす必要がなく，比較的高
価な媒体の保有量を最少化している。なお，流下液膜式
熱交換器は当社グループ企業の製品である吸収式冷凍機
の技術を適用するとともに，蒸発における熱伝達は伝熱
特性試験により特性を十分に把握したことで，コンパク
トな熱交換器とすることができた。
　凝縮器は過去の2～4MW級バイナリー発電設備で実
績のある冷却管の配列や構造を踏襲している。

4.3　選定媒体の特長
　媒体は，環境性，安全性，熱物性，取扱易さ，入手性，
規制等から総合的に評価し，環境特性に優れ（ODPが
0，GWPは比較的低い），毒性・腐食性が無く，不燃性
で，潜熱/顕熱比が小さく，大気圧力下の常温付近で液
体である媒体を選定した。
　
4.4　電気・制御系統の特長
　発電機の周波数約450Hzを直流電流化し，かつ発電機
回転数を制御する発電機用コンバータ，直流電流を系統
周波数に一致した交流電流とする系統連係用インバータ，
および設備全体の監視・制御・保護機能を有し，自動起

動/停止シーケンスを内蔵した制御装置，さらに運転操
作端を一体構造とした盤としている。図5，図6に系統
の構成と盤外観を示す。
　また，遠方監視装置，上位計算機との入出力にも対応
可能としている。補機系統が準備できていれば容易に起
動停止操作を行うことができる。
　

4.5　起動特性/部分負荷特性
　冷却水系統が運転確立していれば，温水を通水し媒体
圧力を上昇させた（タービンバイパス運転）後，タービ
ン発電機の起動・併入を行う。自動で昇速，負荷増加を
行い，約20分で最大負荷に到達する。本起動曲線を図7
に示す。

4.6　部分負荷特性
　前述したようにバイナリー発電設備においては，熱源
の温度が低く，また，冷却は大気温度程度であることか
ら有効利用出来る温度差が小さい。夏季のような大気温
度が高い場合においては，温度差が小さく，タービン排

図4　タービン発電機断面

図5　電気・制御系統図

図6　制御盤
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気圧力が上昇するため，大きく設計点からずれることに
なる。このような場合，定格回転数（約9,000rpm）で
の運転ではタービン効率がかなり低下することになるが，
電力変換装置を装備していることからタービン発電機回

転数は系統周波数と独立した制御が出来るので，運転回
転数を約7,000rpmまで低下させることで部分負荷効率
を高く維持しながら運転することが可能である。

4.7　コンパクトパッケージ化
　タービン発電機，熱交換器を小型化することで比較的
コンパクトなパッケージとすることができた。輸送，据
付工事におけるコストを最小化することに貢献している。
　パッケージ外観と配置構成例を図8に示す。
　
5.　適用例
5.1　ガスエンジンとの組合せ
　弊社神戸パワーセンターでの弊社製グリーンガスエン
ジン「KG-12-V 5000kW」と組合せた実施例のシステ
ムフローを図9に示す。
　ガスエンジンのジャケット冷却熱と排ガス熱を用い，
98℃ /180t/hの温水を得て，250kWの発電を行っている。

図7　起動曲線

0 5 10 15 20 25 分

図8　配置構成例

図9　適用例－1（ガスエンジンとの組合せ）
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　蒸発器，予熱器で熱を利用した後の温水出口温度は，
ガスエンジンのジャケット冷却水供給温度に合わせた温
度としている。
　
5.2　ガスタービンコージェネレーションとの組合せ
　当社製のガスタービン発電設備「グリーンガスター
ビン PUC180D」に排熱利用蒸気発生器を適用したコー
ジェネレーション設備への適用も可能である。図10にそ
の適用例を示す。本例は，工場など蒸気消費先の蒸気デ
マンドが低く，蒸気発生器後流での排ガス温度が依然と
して高い場合に，温水熱交換器でバイナリー発電を行う
事例である。
　
5.3　他の低温排熱利用設備との併用
　上述は，グリーンバイナリータービンにて，低温排熱
エネルギーの全てを電気として回収する例であるが，電
気の需要よりも空調利用の方が好ましい場合には，低温
排温水を利用した吸収式や吸着式の冷凍機が採用される。
低温排熱エネルギーが多く，電気と空調の両方の需要が
見込まれる場合には，グリーンバイナリタービンと冷凍
機の併用が考えられる。

5.3.1　冷凍機との並列設置
　図11に概略システムを示す。
　本システムは，電気の需要量と空調の需要量が，時期
により変動がある場合でも，各機器への温水供給量の比
率を調整することで，需要の高いどちらか（電気か空調
か）への供給が可能な設備構成とする事が可能で，柔軟
な運用を行うことができる。ただし，熱電調整可能範囲

を大きく，設備に余裕を持たせ過ぎると，運用率の低下
を招くこととなるので，変動需要を事前に正確に把握し
ておく必要がある。
　
5.3.2　冷凍機との直列設置
　図12に概略システムを示す。
　排熱温水温度が比較的高い場合，グリーンバイナリー
タービンで電気として回収した後に，冷凍機を直列に設
置することも可能と考えられる。熱電需要の比率から，

図10　適用例－2（ガスタービンとの組合せ）

図11　冷凍機との並列設置のシステムフロー

図12　冷凍機との直列設置のシステムフロー
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選定されるグリーンバイナリータービン出口の温水温度
に応じて，吸収式冷凍機か吸着式冷凍機のいずれかを選
定することが必要となる。
　並列式と同様に，電気と空調の需要を正確に把握し，
設備が過大なものとならないように注意することが必要
である。
　
6.　おわりに
　本製品は，排ガス，排蒸気や排温水あるいは地熱温水
など，分散して存在する未利用の低温熱源から電力回収
する製品として，開発を行ったものである。初号機を設
置した弊社「神戸パワーセンター」には，多数のお客様
のご見学をいただき，「グリーンバイナリータービン」
が省エネ機器として期待されていることを改めて実感し
ている。しかし，従来の発電設備や他の省エネ機器と比
較すると低温排熱利用であるが故にコストの壁は依然と
して高い。その反面，CO2削減の必要性や省エネの推進
の観点から，投資回収期間のある程度の長期化は受容す

るとの意見も聞こえるようになってきている。お客様に
満足いただける価格へのコストダウンは大いに必要で
あり，標準化による量産化設計を取り入れる努力を継続
している。しかし，メーカ単独のコストダウンだけでは，
自ずと限界がある。本製品がより多くのお客様に採用戴
くためには，一般工場等の低温排熱回収発電の場合にも，
他の再生可能エネルギー発電と同等の電力買取制度の導
入等を，関係方面の方々に是非ともご検討いただきたい
と考える。
　今後，本製品の適用範囲を広げるためにも，種々の分
散低温排熱源に対して検討を進め，幅広いお客様のニー
ズに合った製品に育成していく所存である。

参考文献
⑴　溝口和彦，低温廃熱利用小型バイナリー発電設備「グ
リーンバイナリータービン」，クリーンエネルギー，
P24-28，20-1（2011-1）
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1．緒　　言
　近年，CO2による地球温暖化の現実的な対策としてガ
スタービンコンバインドサイクルの高効率化が重要視さ
れている。高効率化を実現するためにタービン入口温度
の高温化が進められており，それに伴い従来のタービン
翼と比較して空力負荷の高い高負荷タービン翼が必要と
なる⑴。しかし，タービン翼の高負荷化に伴い，翼前縁
で発生する馬蹄渦⑵,⑶の影響が大きくなり，二次流れ損
失が増大し，空力性能の更なる低下を引き起こす。その
低減手法としては，これまでに境界層フェンス⑷，3次
元エンドウォールコンタリング⑸，渦発生器⑹，などの
研究が進められてきた。
　本研究では，高負荷タービン翼の内部流動計測とそれ
に基づく損失低減手法の検討を行った。可視化，翼間内
部流動計測により翼列内部での流動現象を把握すると共
に，翼列風洞試験により全圧損失分布を計測した。実験
結果を基に高負荷翼列に適した損失低減手法を案出し，
その効果を可視化試験，CFD，および翼列風洞試験に
より確認した。 

2．実験装置
　本研究では，前報⑺と同じ翼列風洞試験装置，煙可視
化試験装置を用いて実験を行った。図1に翼列風洞試験
装置の外観を示す。翼列出口の全圧損失の計測には，5
孔ピトー管および高精度多点圧力計（DSA）を用いた。
入口全圧はピトー管を翼列の上流に設置して計測した。 
　図2に翼列内部流動計測装置と供試5孔ピトー管を示
す。翼列内部流動計測装置は翼列内の任意の位置と角度
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図2　内部流動計測装置と5孔ピトー管
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図1　翼列風洞試験装置
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に5孔ピトー管を設定できる設計で，翼列風洞試験装置
に取り付けて計測を行った。翼列の内部流動計測では5
孔ピトー管を流れに垂直に設定した断面内をトラバース
し，翼列内部断面の全圧損失分布を求めた。
　図3に可視化翼列試験装置を示す。前報で述べたよう
に本装置では翼列風洞と同じ寸法の翼列を使用し，可視
化のために入口流速は翼列風洞の約1/10の1.0m/s とし
た。前報⑺で両装置の境界層厚さを比較したが両者とも
約10mmと同じであった.レイノルズ数が10倍異なるため
本装置は主に二次流れの定性的挙動を把握するために使
用した。本研究で用いた高負荷翼の仕様を表1に示す。

3.　翼間内部流動の計測
3.1　翼列内部の全圧分布計測
　前報⑺で実施した可視化試験で，図4に示すように前
縁で生じる2本の正圧面，負圧面馬蹄渦が翼中央近くの
負圧面ハブ側で合流し，捻れて旋回しながら下流に流下
することが明らかになった。また渦が下流へ流れるにつ
れて，捻れた2本の渦の振れ幅が拡大した後，急に不安
定になり拡散することが確認できた。さらにこれらの渦
の干渉を負圧面に取り付けたフィンにより弱めることで
損失を低減できることを示した。
　本研究では，まずこの現象を定量的に明らかにするた
めに，翼負圧面エンドウオール付近の全圧損失分布を

計測した。計測断面の位置を図5に示すが，2本の渦
が合流する位置Jのやや下流の断面No.1から後縁の断面
No.12までとし，その間を5mm間隔で計測した。

　流速については後述の全圧損失分布計測と同一とし，
翼列入口流速は10m/s（翼列出口流速は約40m/s）に設
定した。翼列内部流動計測結果を図6に示す。今回用い
たピトー管の直径の影響で壁面ごく近傍の計測は制限さ
れ，壁面から約1.5mm離れた点からの計測が可能と考え
た。計測した全圧分布は入口全圧からの低下量を全圧損
失係数として以下の式を用いて％表示して示した。

　　　
100p

pp

tin

tmtin ×
−

ここにξ：全圧損失係数，Ptin：入口全圧，Ptm：計測
全圧，ξ：領域におけるξの平均値，とする.
　図6の結果から，渦の合流後の計測断面No.1では全
圧損失のピークは見られないが，下流へ移動するにつれ
て，全圧損失のピークが徐々に見え始める。断面No.2
では壁のごく近傍に低エネルギ流体が集積し始めている。
渦がスロート部を通過すると，それ以降で損失ピークの
増大と損失発生領域の拡大が生じているが,これは流れ
が加速度領域から等速度領域に移ったことが関係してい
ると考えられる。またこれに伴って渦が端壁面から翼負
圧面に沿って登っていくのが判る。
　図7に図6の計測断面の損失分布を積分して得られた
値を流れ方向にプロットし，損失増加の傾向を示した。
図で判るようにスロート以降でほぼ単調に損失は増大し
ていることが判る。

3.2　翼列内部の可視化実験
　可視化風洞試験装置を用いて2本の渦が合流後にどの
ような挙動をするのかについて検討した。実験ではノズ
ルを用いて馬蹄渦の渦芯に注入した煙の挙動を，レーザ
ライトシートとPIV解析を用いて評価した。可視化用の
煙はエチレングリコール溶液を用いて煙発生装置で生成
した。PIV解析では，図5に示す計測断面をレーザライ
トシートで照射し，断面内の煙の挙動を高速度カメラで
1秒間に1000コマの速度で撮影しその画像を処理した。 
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図4　馬蹄渦の合流と干渉の可視化結果

図5　内部流動計測断面

図3　可視化翼列試験装置
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表1　高負荷翼の仕様

Turning angle （deg.） 118.0

Incidence angle （deg.） 　0

Span length （mm） 270
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　渦芯に注入した煙は正圧面，負圧面の馬蹄渦の合流点
まではほとんど拡散しないが，スロート以降で渦同士が
捻れるとともに活発に一定の領域を動き回ることが明ら
かになった。図8には計測で得られた瞬時の断面内二次
流れベクトルを1000枚重ねて表示するとともに渦が非定

常に動き回る範囲を点線で示す。ピトー管の寸法による
図6の計測限界に相当する境界を図8中に縦の点線で示
す。図に示すように渦が動き回る領域の形状は図6の全
圧損失係数の大きい部分とほぼ一致することが判る。ま
た図4や後出の図20に示すように断面No.1付近から2
本の渦が捻れる動きを始めており，壁近傍を捻れながら
非定常に移動する二本の渦が損失の発生要因になってい
ると考えられる。以上の試験結果から現象的に以下のこ
とが明らかになった。
　⑴二本の馬蹄渦が合流し捻れ初めてから損失は増加
　⑵ 二本の渦の非定常な挙動と損失発生域に相関があり，

渦の移動範囲と損失発生域はほぼ一致する　
　⑶ 捻れ合う二本の渦はスロートの下流側で動きが活発

になり移動範囲は拡大する
　このような性質を示す現象にボルテックスブレークダ
ウン現象がある。得られた知見から損失増大の要因と
なっているのは，二本の渦糸が関与した一種のボルテッ
クスブレークダウン現象と考えられる。

図6　馬蹄渦合流後の各断面全圧分布計測結果
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図7　二次流れ損失の流れ方向への変化

図8　合流後の馬蹄渦の各断面内移動範囲
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4.　二次流れ損失の定量化
4.1　全圧損失の計測
　前報⑺,⑻と同様に，5孔ピトー管を翼列後縁下流側
50mmの位置でトラバースして全圧損失分布を評価した。
　トラバース計測位置を図9に示す。翼列出口下流側
断面の計測領域はピッチ方向に120mm，スパン方向に
95mmとし，5mm間隔でトラバースを行い，各ケース
約500点の計測を行った。得られた全圧分布から全圧損
失係数ξを算出し，高負荷翼列における損失および損失
低減手法の効果を評価した。実験により得られた全圧損
失係数分布を図10に示す。図よりプロファイル損失，二
次流れ損失，境界層損失の分布状況が明らかになる。

4.2　CFD解析
　高負荷翼列の馬蹄渦合流後の二次流れ挙動を検討する
ため，汎用ソフトFluent 6.3.26を用いて翼列風洞試験と
同一条件で定常CFD解析を行った。図11に解析対象領
域を，表2に解析条件を示す。 
　図12に解析結果を示すが，負圧面エンドウオール付近
で正圧面側および負圧面側の馬蹄渦が合流し，その後正
圧面側の渦は負圧面側の渦と捻れながら移動範囲を拡大
する様子が再現された。この挙動は図4，図6に示した
ものと同様に，正圧面側の渦がエンドウオール部に沿っ
て負圧面に到達し，負圧面側の渦の内側に回り込み，そ
の後捻れて流下するという共通した傾向を示している。
　図13にCFDで得られた全圧損失分布を示す。この図
から図10の実験結果と同様に，翼列出口における二次流

れ損失，境界層損失，プロファイル損失がCFD解析に
より再現できることが判った。エンドウオール壁面から
約25mm離れた位置に2次流れ損失のピークが認められ
るが，これは図10とほぼ一致する。
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図11　CFD解析領域と境界の設定

図12　CFDによるオリジナルケースの流跡線

図13　CFDによるオリジナルケースの全圧係数分布
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図9　翼列下流の全圧計測断面

図10　オリジナルの損失分布実験結果

表2　CFD解析条件

Turbulence model RNG k-ε

Total mesh 480,000

Inlet condition Turbulent velocity distribution

Outlet condition Pressure outlet
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5.　損失低減手法の検討
　高負荷翼列の内部流動計測および可視化の結果を基に，
損失低減手法についての有効性を検討した。検討対象は
改良型負圧面フィンと3次元フェンスとした。

5.1　負圧面フィン
　まず前報⑺で検討した負圧面フィンを改良して二次流
れ損失低減効果の向上を試みた。本コンセプトは，翼面
付近を流れる負圧面側の馬蹄渦を，フィンにより翼面に
沿ってエンドウオール側に流れ込むようにするものであ
る。これにより，正圧面側からの馬蹄渦が負圧面側に
到達して翼面を上昇するのを妨げ，2本の渦の干渉を弱
めることを狙った。そのため，翼負圧面側の二つの渦が
合流する位置に，フィンをエンドウオール側に傾けて取
り付けた。入口境界層の厚みは約10mmである⑺ことを
考慮して検討を行った結果，取り付け角度7度，取り付
け位置はエンドウオールから約10mm，フィン枚数3枚，
が良い結果を与えることが判った。図14に負圧面フィン
の取り付け条件および負圧面フィンの形状を示す。
　計測結果を図15に示す。図10の対策前の分布と比較す
ると。負圧面フィンを取り付けたことにより，損失の
ピークが2つに分断されていることが分かる。これは負
圧面側の馬蹄渦が翼負圧面側からエンドウオール側に流

れ込んだことにより，正圧面から来た馬蹄渦との合流お
よび干渉が妨げられたためであると考えられる。

5.2　3次元フェンス
　従来，正圧面，負圧面からの渦の合流を妨げる目的で，
境界層フェンスとして流線に沿って遮蔽用の板を配置す
る方法が研究されてきた⑷が，実際の高温使用条件下で
は冷却が困難な板の設置は実現性に乏しいと判断される。
この欠点を改良するために，油膜法による可視化結果を
基に，翼の負圧面付近のエンドウオール上に，境界層の
流線に沿って3次元の突起（以降では3Dフェンスと称
する）を設置した。これにより正圧面側の馬蹄渦の負圧
面側への接近を妨げることを狙った。
　まずCFD解析により3Dフェンスの有効性を検討し，
図16に示す形状および取り付け位置を採用した。形状と
しては，断面はほぼ三角形で，先端から徐々に高くなり，
途中から後端に向かって低くなる形状とした。3Dフェ
ンスはABS樹脂製とし，Dimension 3Dプロッターで製
作した。

　CFDで得られた3Dフェンス適用時の負圧面側エンド
ウオール付近の流跡線を図17に示す。図から3Dフェン
スの設置により，図12に比べて合流後の渦の巻き上げ高
さや渦の幅が減少していることが判る。

　図18に全圧損失分布の解析結果を示す。図13の対策前
の分布と比較すると，3Dフェンスを取り付けた場合に
は，損失ピークがエンドウオール面に近づいていること
および損失ピークが低下し，損失の発生領域が縮小して
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図17　CFDによる3Dフェンスの流跡線
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いることが判る。以上のCFD解析から，3Dフェンスの
適用により表3に示すように，二次流れ損失ピークが約
7％，平均全圧損失係数は約20％低減できると予想され
た。

　図19に可視化試験で得られた3Dフェンス取り付け時
の馬蹄渦の挙動を示す。圧力面側からの渦Hpはエン
ドウオール上を負圧面側へと向かうが，その途中で3D 
フェンスに当たり，それに沿って下流側に移動する.さ
らに後縁の下流側で再び負圧面側に進み負圧面からの渦
Hsと合流することがわかる。すなわち3Dフェンスは2
本の渦が合流するのを遅らせる効果があると考えられる。

　さらに詳細に調べるために，負圧面エンドウオール付
近の渦挙動を，図5に示した流れ方向の各断面で可視化
して観察した。可視化には煙を渦芯に注入し上流側から
レーザライトシートを移動させて2本の渦を追跡し，当
該断面での渦を同定した。図20に3Dフェンス有無の場
合について渦の挙動を比較して示す。3Dフェンスなし
の場合には，エンドウオールに沿って流路を横断して移
動してきた圧力面側の馬蹄渦Hpが，負圧面に到達した

後に上方に進むことにより，負圧面の渦Hsよりも翼面
側に入り込み，両者が干渉して反時計方向に旋回する
様子が判る。一方3Dフェンスを適用すると旋回する傾
向は減少しHp，Hsは平行な関係を保って下流に流れる。
ただしNo.4断面以降で若干旋回する傾向を示すのが観
察される。

　図21に翼列風洞を用いて計測した全圧損失分布を示す。
図より3Dフェンス設置時には，対策前に見られたエン
ドウオールから25mm付近の二次流れ損失ピークが減少
するとともに壁面側に接近していることが判る。またス
パン方向15mmから40mmにかけて損失の発生領域が大
幅に縮小していることが判る。前述のように二本の馬蹄
渦の合流を遅らせた結果，CFDで予測されたように二
次流れ損失領域の減少とピーク値の低下が得られたもの
と考えられる。
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図18　CFD による3Dフェンスの全圧損失分布

図19　3Dフェンスにおける馬蹄渦の可視化結果

図20　3Dフェンス有無による馬蹄渦挙動の相違

表3　CFDによるオリジナルと3Ｄフェンスの損失の比較

Test case Peak value Average value

Original 100 100

3Dfence 93.2  80
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5.3　二次流れ損失低減手法の比較
　各スパン位置においてスパン方向に質量流量平均した
全圧損失係数の分布を図22に示す。図22より負圧面フィ
ンでは壁面に近い損失ピークがオリジナルよりも大きく
なっているが，オリジナルの2次流れ損失ピークがある
25mm付近では損失が減少している。 また，2つに分
かれたピークのもう一方がある38mm付近で損失の小さ
なピークが観察される。3Dフェンスでは，15mm付近で
原型よりも損失が大きくなるものの，20mmから50mm
の間で損失が原型よりも減少していることが確認できる。
　以上の実験から得られた，オリジナル形状，負圧面
フィン，3Dフェンスの二次流れ損失ピーク値，平均全
圧損失係数を比較して図23に示す。結果はオリジナル形

状の二次流れ損失ピーク値，平均全圧損失係数をそれぞ
れ100%として比の形で示す。図より，負圧面フィンでは，
二次流れ損失ピーク値が3.4%，全圧損失係数平均値が
6.9%減少，3Dフェンスでは，二次流れ損失ピーク値が
16.4%，全圧損失係数平均値が14.2%減少する結果となっ
た。CFDはほぼ損失低減の傾向を正しく予測していた
ことが明らかになった。以上より3Dフェンスは，渦の
合流を遅らせて合流後に生じる損失増加を抑制するため，
損失低減手法として有効であることが判明した。

6．結　　言
　本研究では，高負荷タービン翼列を用いた可視化試験，
翼間内部流動計測試験により翼列内での馬蹄渦の挙動を
明らかにした。実験結果から，正圧面，負圧面からの二
本の馬蹄渦が合流した後にスロート部を通過すると，捻
れた渦が断面内の一部領域をふらつくようになり，損失
が増加することが判った。この現象は一種のボルテック
スブレークダウン現象であると考えられる。
　損失低減手法を検討した結果，特に3Dフェンスを用
いることで，二本の馬蹄渦の合流を遅らせることができ，
効果的に損失を低減できることが確認できた。

参考文献
⑴　塚越敬三，川田裕,　次世代高温・高効率ガスタービンの
技術動向，配管技術，640，Vol.48，No.7，（2006），p15-21

⑵　園田豊隆，タービン翼列内の2次流れ，ターボ機械，
Vol.14，No.6　（1986），pp.356-361

⑶　山本孝正，タービン翼列の2次流れ損失と発生メカニズ
ム，ターボ機械，Vol.14，No.4　（1986），pp.234-241

⑷　河合達雄，篠木秀次，安達勤，側壁境界層フェンスによ
るタービン翼列二次流れの最適抑制，日本機械学会論文
集（B編），Vol.54，No.508，（1988），pp.3432-3438

⑸　Sakamoto，Y.，Ito，E.，et al.，Development of 
high loaded and high efficiency turbine for the next 
generation gas turbine，IGTC2007 Tokyo TS-060，
（2007）

⑹　遠藤慎也，本阿弥眞治，他2名，可動渦発生器下流に生
じる縦渦の周期的挙動（回転X形熱線流速計を用いたレ
イノルズせん断応力の挙動），日本機械学会論文集（B
編），Vol.72，No.714　（2006），pp.238-2450

⑺　寺尾敏浩，藤井賢志，川田裕　“翼面フィンによる高負
荷翼列2次流れ損失の低減に関する研究”，日本ガス
タービン学会誌，Vol.37，No.6,　（2009），pp.386-391

⑻　Kenji Fujii, Toshihiro Terao, Kunihiro Higashiura, 
Yutaka Kawata “Research on secondary flow loss of 
high loaded cascade for gas turbine”，ICOPE-09, Vol.2, 
pp.67-72

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 60 85 110 135 160 

2 

27 

52 

77 

Pitch direction(mm) 

Sp
an

 d
ir

ec
tio

n 
(m

m
)

(%) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 10      20     30     40      50     60     70      80     90    100   

A
ve

ra
ge

d 
lo

ss
 c

oe
ffi

ci
en

t (
%

)

10      20     30     40      50     60     70      80     90    100   

A
ve

ra
ge

d 
lo

ss
 c

oe
ffi

ci
en

t (
%

)

Averaged for pitch direction 
100% span length = 95mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Original case Fin 3D fence 

6.9% 

14.2% 

3.4% 

16.4% 

A
ve

ra
ge

d 
lo

ss
 c

oe
ffi

ci
en

t (
%

)

 

図21　3Dフェンスの全圧損失分布計測結果

図22　スパン方向の平均全圧損失分布

図23　オリジナル，フィン，3Dフェンスの全圧損失の比較
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　最近，我が国で技術伝承が円滑に行われていないので
はないかと話題になっている。重厚長大で成熟機器であ
る，ガスタービンの耐用年数（製品寿命）は30年位であ
る。一般に技術者の技術寿命は定年などを考慮すると30
～ 35年であろう。従って伝承が我々にとって重要な課
題であることは間違いない。
　科学（Science）は原理，原則を探求する故に，ひら
めきや，直感の能力が有効である。物理学，数学や医学
という形態で学問として成立するが，その境界は流動的
である。業績によって博士という学位が与えられ，社会
的にも評価される。
　技術（Engineering）は科学を応用して人間の機能拡
大を目指す行為である。従事する人にはまず正常な倫理
観が求められ，公表し難い智識即ちKnow-howの蓄積を
必要とする特徴がある。職種経験も求められる認定制度
として技術士制度があるが現在社会的認知度はそれ程高
くない。
　技能（Skill）は行動や結果が定量化し易く，訓練で熟
度は上昇する。技能五輪の如く世界全体でレベルを競い
合うことが出来る。その他，家業として継承され，評判
という形で腕前が評価される。
　以上，勝手に定義してみたが，ここで社会構造の変化
と技術伝承はどうであったか考えてみる。
　狩猟，農耕社会では捕獲技術や栽培技術は自然が教え
てくれる。修得には時間がかかり，個人差が生まれる。
　工業化社会では組織として教えてくれる。Know-how 
や資料も含め仕事を通じてOJT（On the Job Training）
という形式で受動的に，かつ自動的に身についてくる。
師匠や先輩の意識や態度も仕事を見て覚えろ，盗めである。
　現代の情報化社会では，多量の情報が整備され簡単に
入手できる。技術を修得する意識を個人が持つ必要がある。
　ドイツやフランスでは9年制の義務教育が終わると
AbiturやBaccalaureatにより個人の適正や能力が明確に
なってくる。それが大学入試や各種国家試験に継がれて
いるし，技能については有名なMeister制度がある。日
本ではかつて徴兵検査があったが，これは識字能力と身
体状況の検査という意味しかなかった。現在，センター
試験がある程度の役割をもっているが，基本的には個々
の大学の選抜というのが実情である。それでは大学で技
術を教えられるかというと研究と教育という二面性を要
求されている故に無理ではある。特に技術を必要とする
医学分野では国家試験の上にインターン制度が確立され
ている。
　次に技術伝承が我が国で特に円滑に進行しなかったか
を企業の対応を含めて考えてみたい。
　まず第一に国としての発展のためには超と言えば半導
体という具合に超微細技術に目を向けすぎ，伝承を必要
とする重厚長大製品などへの関心が薄れたことにある。

極端に言えば科学と技術を混同していた節がある。
　次に多くの企業は能率向上と時代に対応という名目の
もとに，組織変更を大規模にそして多頻度に行ったこと
が挙げられる。それに伴って人的繋がりが薄れ，過去の
経過などを記した文章類が退蔵された気配がある。
　第3に考えられることは人員構成の急激な変化がある。
リストラと待遇問題から多くのベテランが退職したり，
少子化対策としての外国人の採用等々多岐に亘っている。
その補完として研修施設の拡充や各種メディアの配布に
より充分と考えてしまう風潮が見受けられる。
　これらの広範囲な問題を克服して解決するには現代人
気質に適合した取組みが必要である。情報化社会で個人
に求められる能力は「読み取る力」即ち多くの情報から
有用なものを取捨選択する力，「考える力」即ち情報を
活用し，自分の考えを生み出す力，「伝える力」即ち情
報を発信し，評価を受ける勇気と力，が必須である。個
人個人の技術者が自分の将来像を確認し，「自己実現」
という目的意識を持ち，その目標達成のため仕事を通じ
て自ら能力の伸長を図らなければならない。指導者，概
ね上長はマニュアルやトラブル事例を整備充実を計るこ
と，同レベル技術者との Case Study, Group Discussion 
の機会を設定したり，後輩に教えさせてみるなど目標
達成のための暖かい配慮が望まれる。そして「見てい
ろ」，「盗め」という意識から「話し合う」，「体験させ
る」，「調べさせる」方向へ変革が重要である。
　学協会は公平，正確な情報を発信し，評価する場とし
て機能して「伝える力」の養成に大きく寄与している。
但し，情報化の時代であるが故に迅速性をもっと重視す
べきである。
　以上，技術伝承を効果的に行う方策についても述べた
が，「自立的OJT⑴」と呼んで実践している企業や団体
もある。顧みて，狭い分野であるが，原動機の開発，設
計技術者，教育者，研究者として過ごした筆者が果たし
て，技術伝承に真剣に取組んだか甚だ疑問がある。ガス
タービン学会誌へのこの原稿を書くに当り，調べてみた
ら1993年に「随筆⑵」だけであったのを知り，正に内心
忸怩たる思いである。
　結びに Isac Newton が1676年2月5日に Robert 
Hooke に送った手紙の中の技術伝承に関する有名な一
節を記します。
　If I have seen further (than you and Descartes), it is 
standing upon the shoulders of Giants.

引用文献
⑴　火力発電設備における人材育成と技術伝承（自立型OJT
のすすめ）（平-20-3）火力原子力発電技術協会

⑵　秋葉雅史，「随筆」日本ガスタービン学会誌　Vol．27，
No.2　1993-3

原稿受付　2011年3月22日
＊1　公益社団法人 日本ガスタービン学会 名誉会員

技術伝承について
秋葉　雅史＊1
AKIBA　Masashi
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1．はじめに
　2001年に旧通商産業省工業技術院の15研究機関が統合
して発足した産業技術総合研究所（産総研）は，環境・
エネルギー，ライフサイエンス，情報通信・エレクトロ
ニクス，ナノテクノロジー・材料・製造，標準・計測，
地質という多様な6分野の研究を行う国内最大級の公的
研究機関である。総職員数は約3,000名（研究者は約2,300
名）で，本部を東京とつくばに置き，研究拠点はつくば
センターと全国8箇所の地方センターで構成されてい
る。
　エネルギー技術研究部門は，産総研内のエネルギー技
術研究の中心的組織であり，⑴ 分散型エネルギーネッ
トワーク技術，⑵ エネルギー材料・デバイス技術，⑶ 
クリーンエネルギー技術に関する研究を，20の研究グ
ループで横断的に実施している。この中のターボマシン
グループでは，ガスタービン，風力発電，デバイス・制
御技術，材料・プロセス技術の研究を行っている。

2．ターボマシングループの研究紹介
　以下に，ターボマシングループで実施している研究内
容を説明する。なお，筆者が取り組んでいるタービン翼
列の空力特性に関する風洞実験は，以前に解説⑴を執筆
したので本稿では省略する。

2.1　小型ガスタービンシステム技術
　産総研で開発した蓄熱装置を併設したマイクロガス
タービン・コジェネレーションシステム（タクマ製
TCP30LH）を札幌市立大学に設置し，運転状況の様々
なデータを取得し，PCL制御による省エネ性・経済性
に優れた制御手法を開発している⑵。また，模型飛行機
用のジェットエンジン（ソフィアプレシジョン製J-850）
を改造して金属・セラミックのハイブリッド構造のマイ
クロガスタービンを試作し，タービン入口温度1100度
での高温無冷却での運転試験を実施した⑶。また，セク

ター燃焼器試験，燃料噴射弁開発，遮熱コーティングや
セラミック複合材の研究開発なども行った（図1）。

2.2　次世代高効率石炭ガス化技術のシステム検討
　本研究は，NEDO「次世代高効率石炭ガス化技術」プ
ロジェクトの一環として，㈱ＩＨＩ，東京大学，九州大

産業技術総合研究所エネルギー技術研究部門
ターボマシングループの紹介

松沼　孝幸＊1

原稿受付　2011年4月8日
＊1　産業技術総合研究所　エネルギー技術研究部門
　　　〒305-8564　つくば市並木1-2-1

MATSUNUMA Takayuki

キーワード：ガスタービン，風力発電，デバイス・制御技術，材料・プロセス技術

192 日本ガスタービン学会誌　Vol.39　No.3　2011.5

図1　小型ガスタービン関連の研究

図2　A-IGCC とA-IGFC のシステム構成
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学，財団法人石炭エネルギーセンターなどとの共同で開
始された。目標は，⑴ ガス化装置と燃料電池／ガスター
ビン，蒸気タービンおよびガス精製を組み合わせた全体
システムのプロセス解析を実施し，最適な操作条件を
抽出することと，⑵ プロセスの効率を定量的に計算し，
効率に及ぼす各構成要素の条件を定量的に調べ，次世代
高効率石炭ガス化技術の設計指針を明らかにすることで
ある。
　当グループでは，エクセルギー再生の概念を用いた次
世代石炭ガス化複合発電（A-IGCC）や次世代石炭ガス
化燃料電池複合発電（A-IGFC）のシステム検討を行っ
ている（図2）。A-IGCCについては，空力性能を向上さ
せてピンチポイント温度差（熱交換器内での高温媒体と
低温媒体の最小温度差）を15℃にすると，1700℃級では
59％を超える効率が可能となることを示した⑷。さらに，
同じガス供給温度においては，IGCCの噴流床ガス化の
システムよりもA-IGCCの方が高効率であることを示し
た。また，A-IGFCについては，燃料電池，燃料電池ガ
スタービンハイブリッドシステムの開発動向を調査し
て，固体酸化物形燃料電池（SOFC）の解析部分の改良
を進めている。

2.3　水素火炎への圧力波の影響に関する研究
　CO2回収貯留システム（CCS）に対応させるために燃
料改質を組み込んだガスタービン発電システムのプロ
ジェクトが商業ベースで進んでいるが，燃料改質により
得られた水素リッチ燃料の燃焼技術については，天然ガ
ス燃焼に比べて課題が多く，燃焼器設計への数値シミュ
レーション導入が求められているが，数値計算用水素燃
焼モデルは確立されていない。これは，水素が他の燃料
ガスに比べて独自の物性値を持つことに由来しており，
様々な水素燃焼の実験が必要となっている。そこで，産
総研では，水素の音速が著しく速い（空気の4倍，メタ
ンの3倍）ことに着目して，圧力波が水素リッチ燃料の
火炎へ与える影響を実験的に調べており⑸（図3），ノ
ルウェーの研究機関SINTEFなどとの共同研究の推進を
図り，水素燃焼モデルの確立を目指している。

2.4　次世代風力発電
　風力発電システムの安全性・信頼性を向上させるため
には，現状のIEC国際標準では十分に反映されていない
日本の厳しい風特性・気象条件を評価し，その特性を反
映した新たな複雑地形風特性モデルを開発することが必
要である。そこで，これまでの日本型風力発電ガイドラ
イン策定事業や風力発電フィールドテスト事業等で取
得された風データ及び知見を最大限有効活用するととも
に，IEC国際標準として認定されるための説得性を確保
するために，新たに高精度・高信頼性を確保した計測，
CFD解析，風洞実験を実施している⑹（図4）。

2.5　プラズマアクチュエータによる翼の能動剥離抑制
　誘電体バリア放電プラズマアクチュエータ（以下
DBD-PA）は，図5に示すように，絶縁体を挟んだ電極
間に高電圧を加えることにより局所的にプラズマを発生
させて，翼表面に沿った流れを誘起することができる。
小型軽量なため，流れの能動制御に有用なデバイスとし
て注目されており⑺，産総研でもDBD-PAの研究開発を
進め，ガスタービンや風車など実機への搭載を目指して
いる。図6に，風車の翼型MEL001にDBD-PAを設置し，
翼負圧面側の剥離・逆流領域を抑制した実験結果を示
す。また，企業との共同研究で開発したDBD-PA駆動用
電源が販売され，導入実績で国内DBD-PA研究でのシェ

図3　水素燃焼の実験装置

図4　次世代風力発電の基礎・応用技術研究開発
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ア50%以上となっている。

2.6　 サスペンションプラズマ溶射皮膜の高度構造制御
技術

　サスペンション（セラミック微粉末とエタノールを混
合した懸濁液）をプラズマに供給して製膜するサスペン
ションプラズマ溶射法（以下SPS法）による皮膜構造精
密制御技術に関する研究を行っている⑻。これまでの成
果から，サスペンションの供給状態がコーティングの微
細組織に大きく影響を及ぼすことが明らかになった。そ
こで現在，サスペンションの供給状態の最適化・微細化
制御技術の確立を目的として，⑴ サスペンション供給
部先端における液相の微細化状態の観察，⑵ サスペン
ションの性状・溶射パラメータ・粒径分布の相関の解
明，に取り組み，SPS法において皮膜構造精密制御を可
能とするための⑶ 材料供給部の形状最適化を目指して
いる（図7）。
3．まとめ
　産業技術総合研究所エネルギー技術研究部門ターボマ
シングループで実施している研究の概要を説明した。詳

細は，下記の文献を参照していただきたい。

参考文献
⑴　松沼孝幸，“低レイノルズ数域におけるタービン翼列特
性の風洞実験”，日本ガスタービン学会誌，Vol. 36, No. 
5, （2008-9）, p.385-390.

⑵　倉田修，壹岐典彦，松沼孝幸，前田哲彦，平野 聡，角
口 勝彦，武内 洋，吉田博夫，“札幌市におけるマイク
ロガスタービンコジェネレーションシステムの実証研究
第四報　4年間の運用実績とシステム特性の展望”，第38
回日本ガスタービン学会定期講演会（徳島）講演論文集 
（2010-10）, p.299-304.

⑶　壹岐典彦，松沼孝幸，吉田博夫，袖岡賢，井上貴博，鈴
木雅人，“セラミック部材を組み込んだ小型ガスター
ビンの試験と今後の課題”，日本ガスタービン学会誌，
Vol. 38, No. 4, （2010-7）, p.259-264.

⑷　Norihiko Iki, Atsushi Tsutsumi, Yoshiaki Matsuzawa, 
Hirohide Furutani, “Potential Ability of IGCC with 
Exergy Recuperation in Gasif ication Process”, 
Proceedings of the International Conference on Power 
Engineering-09 （ICOPE-09）, A201, （2009）, p.1-5.

⑸　壹岐典彦，HAINES, Mathew，倉田 修，DITARANTO, 
Mario，GRUBER, Andrea，“周期的変動が水素火炎に
及ぼす影響に関する研究”，第48回燃焼シンポジウム講
演論文集，P107, （2010）, p.154-155.

⑹　小垣哲也，“日本の風土に対応した次世代風力発電技術”，
OHM，Vol. 97, No. 5, （2010-5）, p.26-29.

⑺　日本流体力学会誌「ながれ」，プラズマアクチュエータ
特集，Vol. 29, No. 4, （2010-8）, p.241-276.

⑻　鈴木雅人，“サスペンションプラズマ溶射技術”，微粒
化，Vol.19, No.67, （2010）, p.91-95.

図5　DBD プラズマアクチュエータ

図6　DBD プラズマアクチュエータによる風車翼型の能動剥離制御

図7　サスペンションプラズマ溶射法の皮膜構造精密制御技術
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1．はじめに
　当社は，1984年に自社開発のガスタービンを用いた
コージェネレーションの納入を開始し，これまでに
0.6MW級から18MW級までのラインナップを揃え，様々
な電熱需要にお応えしてきた。
　近年は市場動向を鑑み，ガスタービンの高効率化と低
エミッション化に注力している。この一連の流れの中で，
主力機種のひとつである1.5MW級ガスタービンM1A-
13をベースに，性能，エミッションを大幅に改善した
M1A-17を開発し，市場に投入した。今回は，ガスター
ビンの特長やコージェネレーション性能などについて紹
介する。

2． M1A－17の特長
　M1A-13は1988年の市場投入以来，国内外累計約400
台の納入実績を誇っている。M1A-17の開発においては，
従来機のシンプルで堅牢な構造を踏襲するとともに，近
年の高効率化技術を投入して，高い目標性能を達成した。
M1A-17の鳥瞰図を図1に，主要性能諸元を表1に示す。

2.1　高効率
　M1A-17は，各要素効率の改善により，同クラスで世
界トップレベルの軸端効率28.3%を達成した。また，排
ガス温度を従来機と同程度に設定して，コージェネレー
ションに適した仕様とし，84%という高い総合効率を可
能とした。

2.2　低エミッション
　M1A-17は，拡散燃焼器（水噴射，蒸気噴射）及び
DLE燃焼器がそれぞれ搭載可能である。DLE燃焼器は
当社にて実績のあるM7Aガスタービンで用いている
システムを採用し，高い信頼性を継承している。また，
DLE燃焼器としては世界トップレベルであるNOx値
10ppm以下（O2=15%換算）を実現した。

2.3　高信頼性
　M1A-17は，高い信頼性を誇る従来機とロータやケー

シングの基本構造を同じとし，機械的な信頼性を継承し
ており，回転数，軸受も同じである。また，周辺機器も
実績のあるものを採用しており，システム全体として信
頼性を継承している。

3．各要素の改良設計
3.1　圧縮機　
　圧縮機は2段遠心式を採用している。インペラは1，2
段共にスプリッタ型を採用し，入口相対マッハ数の低

高効率・低エミッション1.7MW級ガスタービン　M1A－17

細川　恭史＊1

原稿受付　2011年3月22日
＊1　川崎重工業㈱　ガスタービンビジネスセンター
　　　〒673-8666　明石市川崎町1-1

HOSOKAWA Yasufumi

キーワード：産業型ガスタービン，コージェネレーション，高効率，低エミッション

山崎　義弘＊1

YAMASAKI Yoshihiro
合田　真琴＊1

GOUDA Makoto

機　種 M1A-13D M1A-17D
型　式 開放単純サイクル１軸式
圧縮機 2段遠心式
タービン 3段軸流式
燃焼器 単筒缶式（DLE）
寸　法
（L*W*H） （m） 1.2*1*1.6 1.2*1*1.7

重　量 （ton） 1.3 1.5
減速機端出力 （kW） 1,580 1,800 
減速機端効率 （％） 25.8 28.3
回転数 （min-1） 22,000 
空気流量 （kg/s） 8.06 8.04
排ガス温度 （℃） 520 521
圧力比 （－） 9.4 10.5
エミッション
（O2=15%換算）

（ppm） NOx＜21 NOx＜10

ISO条件，吸排気圧損無し，都市ガス13A

表1　主要性能諸元

図1　M1A-17鳥瞰図
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減を図った。また，従来インペラ設計に適用していた
CFD解析を静止側部品にも適用し，かつ回転体・静止
体の一体解析を実施して，ベーン形状や流路形状の改善
を図った。

3.2　タービン
　タービンは3段軸流式で，1段目に冷却翼を採用して
いる。最新の翼型設計技術によりプロファイル損失の低
減を図り，またタービン全段一体でCFD解析を実施し
て，流路形状，段仕事配分の改善を図っている。
　一方構造面でも，タービンケーシングに低膨張材を採
用して，過渡期の最小隙間を確保しつつ，定常運転時の
翼先端隙間の縮小を可能とした。また，1段静翼冷却空
気の腹側吹き出しや1段動翼のチップシンク，シール
フィン機構などを採用して，損失の低減やシール空気の
低減を図り，高効率化につなげた。

3.3　DLE燃焼器
　DLE燃焼器は，希薄予混合燃焼及び追い焚き燃焼方
式を採用している。エミッション低減のためには，燃焼
領域の燃料濃度分布の均一化が有効である。このため，
効果的に空気と燃料の混合が促進されるように，CFD
解析を適用してバーナや流路形状の改善を図った。図3
に実機のNOx排出特性を示す。

4．フィールド試験
　M1A-17の信頼性確認のため，2010年4月より当社
明石工場内発電所にてフィールド試験を実施している。
DLE燃焼器にて運用を行っており，現在，等価運転時
間3,500時間を超え，順調に稼働中である。

5． コージェネレーション性能
　DLE燃焼器を採用したコージェネレーションシステ
ムPUC17Dの性能表を表2に示す。比較のため，従来機
の性能も合わせて示すが，発電端効率について約10％の
改善，NOx値について約50％の低減を実現し，環境に
優しい製品となっている。今回，廃熱ボイラも合わせて
高効率化を図り，84％の高い総合効率を可能とした。ま
た，機器の標準配置図を図4に示すが，設置面積は従来
機と同等である。

6． おわりに
　M1A-17は従来機の信頼性を継承しつつ，最新の高効
率化技術を導入し，世界トップレベルの効率と低エミッ
ションを実現した。今後，フィールド試験において信頼
性を実証すると共に，製品の改良を継続し，エネルギー
の有効利用と環境負荷の低減に貢献したいと考えている。
　
参考文献
⑴　松本匡史，青木茂樹，堂浦康司，小田剛生，緒方正裕，
木下康裕：M7A-03ガスタービンDLE燃焼器の開発，第
37回ガスタービン定期講演会

⑵　細川恭史，合田真琴，山崎義弘，則本篤史：1.7MW級
高効率ガスタービンM1A-17の開発，第38回ガスタービ
ン定期講演会

図2　タービン全段CFD解析例

図3　NOx排出特性

機　種 PUC15D
（M1A-13D）

PUC17D
（M1A-17D）

発電端出力 （kW） 1,455 1,660 
燃料消費量 （m3N/h） 541 556 
送気蒸気量 （kg/h） 4,950 5,150 
発電端効率 （%） 23.8 26.5
熱回収効率 （%） 56.8 57.5
総合効率 （%） 80.7 84
NOx値
O2=15%換算
（運転領域）

（ppm） ＜21
（75 ～ 100%）

＜10
（70 ～ 100%）

吸気温度：15℃，大気圧力：101.3kPa（高度0m）
吸気圧損：0.98kPa　排気圧損：2.45kPa
燃料：都市ガス13A
NOx対策：希薄予混合燃焼
排熱ボイラ：蒸気圧力=0.83MPaG，給水温度60℃

表2　コージェネレーション性能表

図4　PUC17D標準配置図
（11,000mm×18,000mm）
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1．はじめに
　近年，日本の大都市圏におけるインテリジェントビル，
データセンタ，上水道施設及び排水施設は大規模化の傾
向にあり，施設電力の大容量化が進んでいる。これらの
施設は社会的に非常に重要な役割を果たすため，停電時
には，瞬時に大容量電力を安定的に供給する非常用発電
装置が必要とされる。
　このような背景から，新潟原動機㈱（以下当社とい
う）は，単機出力2600kWの新機種NGT3B型ガスタービ
ンを駆動源とする単機3000kVA，ツイン機で6000kVA
の発電容量をもつ非常用発電装置CNT-3000EA，CNT-
6000ENを開発した。
　当社では，従来より250kVAから5000kVAまでの非
常用ガスタービン発電装置をラインナップしていた
が，この開発により，非常用出力で国内最大級となる
6000kVAまでラインナップを拡充した。
　発電装置の主要目を表1に，またNGT3B型ガスタービ
ンの外観を図1，2に示す。

2．概要及び特長
　CNT-3000EA/6000EN非常用発電装置は以下の特長
を有する。
　1） 高出力・高性能
　ガスタービン単機定格出力2,648kW，熱効率24.7％と，
非常用ガスタービンとして国内最大級の出力と高効率を
実現
　2） 迅速・確実な始動/再始動
　通常始動40秒以内，停止動作中の再停電時も40秒以内
で再始動可能

NIIGATA　CNT-3000EA/6000EN非常用ガスタービン発電装置

樽井　真一＊1

原稿受付　2011年3月24日
＊1　新潟原動機㈱　技術センター
　　　〒957-0101　新潟県北蒲原郡聖籠町東港5-2756-3

TARUI Shinicni

キーワード：非常用，発電装置

　

発
電
装
置

型式 CNT-3000EA CNT-6000EN

発電容量 3,000kVA 6,000kVA

発電出力 2,400kW 4,800kW

周波数 50 / 60 Hz

始動時間 40秒以内

再始動時間 40秒以内

燃料 A重油，軽油，灯油

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

型式 NGT3B-S NGT3B-T

定格出力 2,648kW 5,296kW

回転速度 17,600 min-1

圧縮機 遠心2段

燃焼器 単筒缶型

タービン 軸流3段

周囲条件：40℃，高度150ｍ

表1　CNT-3000EA/6000EN 発電装置主要目

図1　NGT3B-S 型ガスタービン外観

図2　NGT3B-T 型ガスタービン外観
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　3） ターニング不要
　停止後の冷却のためのターニングが不要，このため運
用が容易
　4） 高性能制御装置
　発電装置内に収納したフルデジタルコントローラによ
るフレキシブルな燃料制御を実現
　5） リモートI/O方式の採用
　外部ケーブルの省配線化を実現
　6） 遠隔監視装置
　遠隔監視システムによる細やかなアフターサービスを
顧客に提供
　7） その他
　設置環境に柔軟に対応可能なパッケージの軽量化，新
潤滑油供給システムの採用など

3．ガスタービン主要構造
　NGT3B型ガスタービンは，当社非常用ガスタービン
シリーズを継承した，シンプルで信頼性の高い構造をも
つ。以下に概要を述べる。

3.1　圧縮機
　2段遠心式圧縮機を採用し，インペラは17-4PH鍛造
材の5軸マシニングセンタ削り出しで製作。

3.2　タービン
　タービンは軸流3段タービンを採用し，第1段には空
冷翼を採用している。

3.3　燃焼器
　燃焼器は単筒缶型で，ライナ内壁面には遮熱コーティ
ングを施工し耐久性を高めている。

3.4　ロータ
　圧縮機ロータの両端に配置した2つの軸受でロータ全
体を支持する構造で，軸受間距離が短く，機関停止後の
熱による軸のたわみが少ないため，アフタークーリング
不要であり，ユーザーの管理運用が容易である。

4．発電装置
4.1　エンクロージャ及び台床
　非常用発電装置の設置場所は，地上，地下以外にビル
の屋上に設置されるケースも多く，発電装置全体は軽量，
コンパクトであることが要求される。そこでエンクロー
ジャの吸気ダクト及び吸気消音器は，従来シリーズから
構造を見直し，騒音仕様（85dB）を維持しながら軽量
化を図った。
　また，機関台床の構造も見直し，形状簡素化により軽
量化した。
　上記のように軽量化を図ったCNT-3000EA非常用発
電装置の断面を図4に示す。従来のNGT2A-T型ガス
タービンを適用した3000kVA発電装置に対し，10％の
質量低減を図っている。

4.2　ガスタービン制御装置
　ガスタービン制御装置は，高性能PLCを採用し，フル
デジタルコントロールによりフレキシブルな燃料制御が
可能となり，良好な始動性能，負荷変動時の敏速な応答
性能を可能としている。
　また，制御装置をパッケージに搭載することで，速度
ピックアップ，排気熱電対等のセンサケーブル類の外部
配線を不要とし，ノイズに対する信頼性を高めている。
　その他，リモートI/Oの採用により発電機盤・直流電
源盤との信号の受け渡しを通信用ケーブルとすることで
外部配線の省配線化を図り，設置工事の簡素化を実現し
ている。

4.3　始動性能
　CNT-3000EA/CNT-6000EN非常用発電装置は，日本
の消防法規定に適合する，停電から40秒以内での始動が
可能である。図5に冷態始動のトレンドを示す。
　また，機関停止後のホットな状態においても，前述の
ロータシャフト構造の特徴からアフタークーリングのた
めのターニングを行うことなく，40秒以内でのホットス
タートが可能である。図3　NGT3B 型ガスタービン機関断面図

 
 

  

図4　CNT-3000EA 発電装置断面図
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　さらに，図6に示すように機関停止中に，再度始動指
令が入った場合でも，40秒以内で再始動できることを実
証している。この再始動技術は当社がパイオニアであり，
1999年に開発・実用化して以来，大小の機種で多くの納
入実績がある。

　以上のような特徴を有するCNT-3000EA/6000EN型
非常用ガスタービン発電装置は，2009年4月にリリー
スし，2010年より納入を開始している。図7に，CNT-
6000EN発電装置の外観を示す。 

5．まとめ
　CNT-3000EA/6000EN型非常用ガスタービン発電装
置は，大容量化を続ける大都市需要施設の非常用電源に
適した大型ガスタービン発電装置である。
　1988年から製造・販売を開始した自社開発ガスタービ
ンによる非常用発電装置は，数多くの納入実績と信頼性
の面で高く評価いただいており，この新型ガスタービン
を適用した大型非常用ガスタービン発電装置が，さらに
多くのユーザーにご利用いただけるものと期待している。

参考文献
⑴　樽井真一, 小島秀樹, 第37回ガスタービン学会定期講演
会, No.B-25 （2009）.

⑵　Kojima, H., et al., CIMAC Congress 2010 Bergen, No.79 
（2010）.

図5　冷態始動トレンド例

図7　CNT-6000EN 発電装置（2台並列）

図6　再始動トレンド例

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            51 / 72



200 日本ガスタービン学会誌　Vol.39　No.3　2011.5

ー 52 ー

評議員会・総会報告

2011 4 12 3 IHI
3 002 2011 3 1

35
2 35

 
35 2 10 35

59

35
35

35 David C. Wisler

2011
2011

 
35 2010 13 00

35
1053 31

35
35

35 35

David C. Wisler
35

2011
2011

 
2011 1 35 (2010

)
1035

19
35 (2010 ) 2011

2010

2011
35 2010

10 10
10

10
10

2011

2

 

13  

 
  

 
5 1  

            

 

  
5 2  

                   

 
5 3  

 2010 42 6  
            

 
5 4  

                

 
5 5  

  
 

 
  

  
  
  
  

   
 

 

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            52 / 72



201評議員会・総会報告Vol.39　No.3　2011.5

ー 53 ー

 2010  
             

    

    

    

 
 

 

     

 

 

 
 

     

 

 

     

 

 

        
 

 

 

   

( ) 

 

 

( ) 

( ) 

( )  

 
 

        
    

 

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            53 / 72



202 評議員会・総会報告 日本ガスタービン学会誌

ー 54ー

 

 

        
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            54 / 72



203評議員会・総会報告Vol.39　No.3　2011.5

ー 55 ー

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            55 / 72



204 評議員会・総会報告 日本ガスタービン学会誌

ー 56ー

 
 

2011 2011 3 1 2012 2 29

 
 

2010
2011 1  

2011 4 12  
IHI  

2011 1  
( ) 

 
2011 2012 4  

 
10 IGTC’11 Osaka  

2011 11 13  11 18  
 

 
Proceedings  

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            56 / 72



205評議員会・総会報告Vol.39　No.3　2011.5

ー 57 ー

 
2011 7 6 7 7  

( ) 
 

 
 

1  
2011 5 28  
JAL  

2  
2011  

 
 

2011 1  
2011 6 30 7 1  
JAXA ( ) 

 
 

2012 1 19 20  
IHI  

 
 

2011  
 

 
2011

 
 

 
6 2,300  

 
 

4  
 

 
 

(ASME IGTI)
10

(IGTC’11)
IAC(International Advisory Committee)

(ACGT)

( )
 

25
 

 
 

2010
5

(2014 )  

 

 
 

2011
2012

4

 
 

 
2012 40 40

 

 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
2011 IGTC'11  

2011  
2011 IGTC’11  

2011  
 
 

40  
 

2 1
1

 

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            57 / 72



206 評議員会・総会報告 日本ガスタービン学会誌

ー 58ー

Download service for the GTSJ member of ID , via 160.16.212.192, 2025/06/12. 

                            58 / 72



207 日本ガスタービン学会誌　Vol.39　No.3　2011.5

ー 59 ー

　この特別講演会は，4月12日㈫の2010年度通常総会，
2011年度第1回臨時総会に引き続き，15時45分から約1
時間にわたって江東区豊洲のIHI本社ビル低層棟3階002
研修室にて50人を超える参加者を集めて開催されました。
　講演者には，当初，㈱日立製作所　電力システム社事
業主管の笹田哲男氏を予定しておりましたが，当日はご
体調がすぐれず，ご用意された「中容量ガスタービンの
開発とグローバル展開」につきましては，同社　電力シ
ステム社技師長兼CTOの池口隆氏よりご講演いただき
ました。
以下に要旨を記しておきます。
　東日本大震災の被災地域に本拠を持つ㈱日立製作所で
は，対策に努め，すでにガスタービンを製作する日立事
業所を再開している。同社の主力となっている中容量ガ
スタービンH-25は1985年から自主開発を進め，1988年
に初号機を納入して以来，現在までに世界中で130台以
上の納入実績を有している。その構成は軸流17段の圧
縮機に3段のタービンを配した1軸形式となっており，
70%スケールで小型のH-15，大型で2軸のH-80とシリー
ズ化されている。燃料対応は天然ガス，A重油，軽油の
他，バイオ燃料，石炭ガスと幅広い。

　同ガスタービンの海外展開の発端は国内のコンバイン
ドサイクル市場の飽和にあり，2000年から中南米，カナ
ダ，ロシア，中東，北アフリカと営業努力が続いた。
　同社では技術開発のためにガスタービン研究開発セン
ターを設立し，圧縮機，燃焼器，タービン等の要素実験
研究を実施しており，CFD解析などと組み合わせて開
発の効率を高めている。現在，同センターでは高湿分空
気ガスタービン（AHAT）の研究が進められている。
と今後の展望を述べられ，製品開発から海外ビジネスま
での豊富な経験が現地の写真を交えて語られ，苦労がひ
しひしと伝わってきました。開発に当たっては，333%
の努力，理論と実験，バックアップ手段を速やかに取る
ことを説かれ，リーダーシップとチームワークで世界を
目指す意気込みが感じられました。
　末尾でありますが，東日本大震災の被災直後にも拘ら
ず発表準備を頂きました笹田哲男氏，そして当日にご発
表頂きました池口隆氏に厚く御礼を申し上げます。
　最後に，開催が危ぶまれました特別講演会にご参加頂
いた皆様，会場準備等にご協力頂きました㈱ＩＨＩの皆
様に御礼を申し上げます。

2011年度特別講演会報告

二村　尚夫
FUTAMURA Hisao
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第20回ガスタ－ビン教育シンポジウム開催のお知らせ

　近年，ガスタービン技術の発展にはめざましいものがあり，航空機用ジェットエンジンをはじめ大規模発電やコジェ
ネレーション用や船舶用エンジンとして幅広く用いられています。ガスタービンは高出力・高効率であることやNOx排
出を抑えることが比較的容易であることから，環境に優しい原動機として今日の人類のエネルギー問題に寄与する大変
重要な役割を担っております。また，将来の地球温暖化防止に向けてガスタービンの更なる高効率化・大容量化が強く
求められており，多岐にわたる研究・開発分野で若い技術者の活躍が期待されます。この様な背景から，学生及びガス
タービン開発に携わる新人技術者を対象とした標記シンポジウムの開催を計画しました。会員・非会員を問わず積極的
にご参加下さい。

1．日　時：　2011年6月30日㈭，7月1日㈮
2．場　所：　宇宙航空研究開発機構（JAXA）　調布航空宇宙センター
　　　　　　　（東京都調布市深大寺東町7-44-1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3．プログラム：30日㈭　9：30- 　　 受付　（JAXA調布航空宇宙センター）
　　　　　　　　　　　　10：10-10：20 開会の挨拶
　　　　　　　　　　　　10：20-11：50 「ガスタービン概論」　　　　渡辺紀徳（東京大学）
　　　　　　　　　　　　11：50-13：00 昼食
　　　　　　　　　　　　13：00-14：30 「ガスタービンと流体工学」　濱崎浩志（IHI）
　　　　　　　　　　　　14：40-15：30 「JAXAにおける航空エンジン研究紹介」　西澤敏雄（JAXA）
　　　　　　　　　　　　15：30-17：45 見学会　JAXA　調布航空宇宙センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ガスタービン関連研究施設等）
                       　 　　　18：00-19：30 懇親会

　　　　　　　　1日㈮　9：20-10：50 「ガスタービンと伝熱工学」　船崎健一（岩手大学）
                 　　　　 　　11：00-12：30 「ガスタービンと燃焼工学」　岩井保憲（東芝）
　　　　　　　　　　　　12：30-13：30 昼食
　　　　　　　　　　　　13：30-15：00 「ガスタービンと材料工学」　玉置英樹（日立）
　　　　　　　　　　　　15：10-16：40 「ガスタービンと制御工学」　新村栄一（富士電機システムズ）
　　　　　　　　　　　　16：40-16：50 アンケート記入
　　　　　　　　　　　　16：50-       閉会の挨拶
　　　　　　　　　　　　　
4．定　員：60名
5．対象者：大学，大学院，高等専門学校在籍者，ならびに技術者（ガスタービン初心者）
6．参加費：学生（会員：￥2,500，非会員：￥5,500），社会人（会員：￥10,000，非会員：￥15,500）
　　　　　　　（注：当日入会可，入会金￥500，年会費：学生会員 ￥2,500，正会員 ￥5,000）
7．懇親会：参加費　無料
8．受講証の発行：2日間の講義を受講された方は，「ガスタービン教育シンポジウム受講証」を発行します。
9．申込方法：下記の申込書に1）所属　学校名（専攻，学年），社名（部課名，入社年度），GTSJ会員は会員番号，
　　 2）氏名，3）連絡先住所，TEL，FAX，E-mail，4）懇親会参加の有無を明記し，学会事務局宛に，郵便，ファ

クシミリ，電子メールのいずれかにより2011年6月9日㈭（必着）までに，お申し込み下さい。
　　学会ホームページからも申込ができます。
10． 参加費の支払：当日支払いですが，事前の支払いも受け付けます。事前に支払う場合は下記の所に振り込みを行っ

てください。またその旨を学会事務局にファクシミリ，電子メール等でお知らせ下さい。
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○昼食：JAXA調布航空宇宙センター内に食堂があり利用できます。
○学会事務局：日本ガスタ－ビン学会　〒160-0023　東京都新宿区西新宿7-5-13第3工新ビル402
○振込先：銀行（みずほ銀行新宿西口支店　普通預金1812298）　郵便振替（00170-9-179578）
注1：開催場所案内図及び詳細については当学会ホ－ムペ－ジをご覧下さい。（http://www.gtsj.org/）
注2：この期間，電力需要が供給能力を大幅に上回ることが予想される夏季にあたることから，空調の運転を停止
　　　させていただくことがあります。講義室の気温が高くなることが予想されますので，参加者各位におかれま
　　　しては，できるだけ軽装でご出席いただき，水分の補給等の熱中症対策をご準備ください。　

★今年度は関西地区における教育シンポジウムは開催しません。

　　　　　

（2011年6月30日,7月1日）
日本ガスタ－ビン学会　行
FAX： 03-3365-0387　TEL： 03-3365-0095　E-mail： gtsj-office@gtsj.org　　

氏名 国籍　　　　　

所属 学年，入社年度

連絡先 〒

TEL FAX

E-mail

懇親会 出　・　欠

　注） 外国籍の参加者には，申込書に記載した情報の他にパスポート番号などの情報をお知らせしていただきます。ま
た，履歴書等を提出していただく場合がありますのでご了承ください。詳しくは，申込書受け付け後にご連絡い
たします。 

申込締切日：　2011年6月9日㈭（必着）

第20回ガスタ－ビン教育シンポジウム参加申込書
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第39回日本ガスタービン学会定期講演会（松本）・見学会のお知らせ

　第39回日本ガスタービン学会定期講演会および見学会を以下のように開催します。
　多数のご参加を待ちしております。

主　　　催：公益社団法人　日本ガスタービン学会
協　　　賛：協賛団体はガスタービン学会ホームページ（http://www.gtsj.org/）をご覧ください。
開　催　日：講演会　2011年7月6日㈬，7日㈭，見学会　2011年7月8日㈮

講　演　会：
　・会　　場：長野県松本文化会館
　　　　　　　開館：9時，住所：長野県松本市水汲69-2，TEL：0263-34-7100
　　　　　　　http://www.valley.ne.jp/̃matsubun/index.html
　・一般講演：空力，燃焼，伝熱，材料，システム，サイクルなど
　・先端技術フォーラム：
　　　その1 「低炭素社会に向けたエネルギーシステムのデザイン」
　　　その2 「ガスタービン燃焼関連分野における最近の研究～不安定な燃焼を安定させるには？」
　・特別講演
　　　その1 「我が国ジェットエンジンの将来への一考察」　柳良二 氏（JAXA）
　　　その2 「松本城の歴史と建築（仮）」　青木教司 氏（松本城管理事務所 研究専門員）

参加登録費：
　・会員・登壇者：13,000円（ただし，学生は論文集有りで4,000円，論文集無しで1,000円）
　・協賛会員　　：15,000円（ただし，学生は論文集有りで4,000円，論文集無しで1,000円）
　・会員外　　　：18,000円（ただし，学生は論文集有りで7,000円，論文集無しで4,000円）

懇　親　会：
　・日 時：7月6日㈬　19：00 開会（予定）
　・会 場：松本東急イン　TEL：0263-36-0109，http://www.matsumoto-i.tokyuhotels.co.jp/ja/index.html
　・会 費：3,000円
　・移 動：講演会場から懇親会場への移動のためのバスを用意する予定です。

見　学　会：
　・日　　時：7月8日㈮（8時30分 松本東急イン前集合，17時頃 松本駅解散の予定）
　・見 学 先：ＩＨＩエアロマニュファクチャリング，松本クリーンセンター等
　・定　　員：  40名程度（講演会の参加登録者に限ります。先着順で受付け，定員になり次第締切ります。）
　・参 加 費：  6,000円
　・申込期限：6月23日㈭
　・ご不明な点は学会事務局にお問い合わせ下さい。

参加申込方法：
　 学会HP（http://www.gtsj.org/）から登録されるか，本号掲載参加申込書に必要事項をご記入の上，学会事務局宛に
お申込み下さい。参加登録は，受付の混乱を避けるため，事前登録をお願いします。講演者も参加登録をお願いしま
す。

弁当について：
　7月6日，7日の昼食用として弁当のご予約をお受けします。ご希望の方は参加申込み時にご予約ください。
　飲物付で一食700円です。

市民フォーラム：
　・日時：7月5日㈫　13：30 開場，14：00 開演（予定）
　・場所：長野県立 松本県（あがた）ヶ丘高等学校
　・講師：渡辺紀徳 氏（東京大学航空宇宙工学専攻）
　・題目：「ガスタービン：高速輸送から次世代発電システムまで（仮）」
　・登録不要，無料です。詳細につきましては学会ホームページに随時掲載します。

宿泊について：
　懇親会会場の「松本東急イン」では定期講演会参加者のみの特別料金が設定されています。
　・特別優待料金：5,980円（シングル朝食なし，税込み），6,980円（シングル朝食付き，税込み）
　・予約方法　　：電話にてご予約ください。
　　　　　　　　　予約時に「ガスタービン学会定期講演会参加者」である旨を伝えてください。
　　　　　　　　　上記料金は，電話予約限定です。インターネットでの予約には適用されません。
　　　　　　　　　観光シーズンとなりますので，お早目の予約をお勧めします。
　・電話番号　　：0263-36-0109（松本東急イン）
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第39回日本ガスタービン学会定期講演会・見学会（2011年7月6～8日）

公益社団法人　日本ガスタービン学会　行　FAX：03-3365-0387　　TEL：03-3365-0095

参加者の連絡先（複数人申し込まれる場合は，代表者の方の連絡先）

会社／大学等名称

所在地 〒

TEL/FAX

E-MAIL

参加者名

フ　リ　ガ　ナ

氏　　　名＊1 所　　　属
TEL/FAX
E－MAIL

所属学会
（GTSJ会員番号）

会員
資格

（正/学）

昼食予約＊2 懇親会
（6日）
（3千円）

見学会
（8日）
（6千円）6日 7日

する

しない

する

しない
出席
欠席

参加
不参加

する

しない

する

しない
出席
欠席

参加
不参加

する

しない

する

しない
出席
欠席

参加
不参加

する

しない

する

しない
出席
欠席

参加
不参加

　＊1登壇者の方は氏名の後に○を記入してください。
　＊2昼食予約の方には，当日，会場受付にて昼食（お弁当）の予約券をお渡しします。
　　　代金（飲物付700円）は，お弁当と引き換えに業者にお支払いください。
　論文集無し（学生のみ）の場合は，下記の参加登録費の金額に反映してください。

【事務局への連絡事項】
払込方法（○印をつけてください） 　参加登録料・参加費入金予定日　　月　　日（7月5日までにお払込みください）
　　　1．銀行　（みずほ銀行　新宿西口支店　普通　1812298）
　　　2．郵便振替　（00170－9－179578）
　　　3．現金書留
送金金額　　　　　　円（内訳：参加登録費　　　　　円　 懇親会参加費　　　　　円　 見学会参加費　　　　　円）
　　当日支払いは原則として受け付けません。 （当日不参加の場合でも参加費はお支払いいただきます。）　
＊請求書の発行について
　　1．要　宛名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　2．不要
＊領収書の発行について
　　1．要　宛名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　2．不要

参加申込書
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IGTC’11大学研究展示スペースのご案内

　2011年国際ガスタービン会議大阪大会（IGTC’11，11/14-17，大阪国際会議場）では，前回IGTC’07東京大会に引き

続き，大学・高専研究室の研究活動を紹介するスペースを用意しております。いわゆるポスターセッションの場ではあ

りませんが，展示内容には制限はありませんので，

　・ 研究室としてまとまって行っている取り組みのアピール

　・ 学生と会議参加者とのディスカッションの場の提供

　・ 本論文申し込みには間に合わなかったものの，まとまった結果の出た研究の発表

など，ご自由にお使いいただけます。

　今回は，企業展示スペースの入り口に大学展示スペースを設けましたので，多くの人の目に触れることが期待できま

す。また，ご出展いただけると，会議に無料で参加できる学生バッジを2名分ご提供いたします。学生の方に国際会議

の雰囲気を味わっていただき，自分の研究を外国人研究者や企業人と議論できる良い機会になると思われます。下記要

領にて展示の募集をいたしますので，ガスタービン学会員に限らず，是非とも大学研究展示スペースへのご出展をご検

討いただきますよう，お願い申し上げます。

　なお，IGTC’11の詳細につきましては，http://www.gtsj.org/english/igtc/IGTC11/index.htmlをご覧いただければ幸

いです。

記

1．展示場所：大阪国際会議場10階ホワイエ1（企業展示スペース入口）

2．募集数：15ブース程度（展示場所は先着順に希望を優先させていただきます）

3．展示スペース：W1800×D600×H700テーブル　および　H2500×W990バックパネル

4．出展料：本会会員20,000円，非会員30,000円

5．出展特典：学生バッジ2名分を提供

6．申込先：以下の項目をigtc11-univ-panel@aero.kyushu-u.ac.jpまでご連絡ください

　　　・ 大学名

　　　・ 研究室名

　　　・ 研究室責任者連絡先

7．申込締切：2011年8月1日㈪

以上

IGTC’11実行委員会
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2011年度役員名簿

会長 筒井　康賢（高知工科大）

副会長 佃　　嘉章（三菱重工）

法人管理担当執行理事 加藤　泰弘（日立製作所），幸田　栄一（電中研），鈴木　　健（ＩＨＩ），

 六山　亮昌（三菱重工），渡辺　紀徳（東大）

公益目的事業担当執行理事 壹岐　典彦（産総研），佐藤　哲也（早大），杉本　隆雄（兵庫県立大），

 辻田　星歩（法政大），二村　尚夫（JAXA），船﨑　健一（岩手大），

 山根　秀公（防衛省），山本　　誠（東京理科大）

理事 荒川　忠一（東大），高橋　雅士（東芝），永井　勝史（川崎重工），

 坂野　貴洋（中部電力），宮原　忠人（東京ガス）

監事 本阿弥眞治（東京理科大），吉田　豊明（ＪＡＸＡ）

2011年度委員名簿

 ○は委員長

運営委員会
○渡辺　紀徳（東大） 伊藤　高根 川上　龍太（東京電力） 幸田　栄一（電中研）
　小森　豊明（三菱重工） 酒井　義明（東芝） 佐藤　哲也（早大） 杉本　隆雄（兵庫県立大）
　鈴木　　健（ＩＨＩ） 二村　尚夫（ＪＡＸＡ）

学術講演会委員会
○壹岐　典彦（産総研） 内田　竜朗（東芝） 斉藤圭司郎（三菱重工） 高橋　康雄（日立製作所）
　武田淳一郎（富士電機） 東部　泰昌（川崎重工） 長谷川武治（電中研） 姫野　武洋（東大）
　平野　孝典（拓殖大） 山本　　武（ＪＡＸＡ） 吉野　展永（ＩＨＩ）

国際委員会
○渡辺　紀徳（東大） 荒木　秀文（日立） 石田　克彦（川崎重工） 太田　　有（早大）
　岡井　敬一（ＪＡＸＡ） 小森　豊明（三菱重工） 中村　良也（アイ・エヌ・シー・エンジニアリング）
　廣光　永兆（ＩＨＩ） 福田　雅文（物材研） 藤綱　義行（ＥＳＰＲ組合） 船﨑　健一（岩手大）
　松田　　寿（東芝） 山根　　敬（ＪＡＸＡ） 山本　　誠（東京理科大）
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[正会員〕

岡　　尚志（Ｉ Ｈ Ｉ） 山崎　博樹（Ｉ Ｈ Ｉ） 志村　暢彦（Ｉ Ｈ Ｉ） 蔵本　　毅（Ｉ Ｈ Ｉ）

村上　立人（Ｉ Ｈ Ｉ） 大谷　岳典（Ｉ Ｈ Ｉ） 中島　審也（Ｉ Ｈ Ｉ） 中野　善夫（Ｉ Ｈ Ｉ）

比企野　広一（Ｉ Ｈ Ｉ） 柳谷　信孝（Ｉ Ｈ Ｉ） 田中　憲隆（青山特殊鋼） 時田　洋一（出 光 興 産） 

高梨　清三（海上自衛隊） 森井　佳伸（海上自衛隊） 熊木　健太（川崎重工業） 南　　吉隆（川崎重工業） 

豊田　聡司（川崎重工業） 東　　洋文（ダイキン工業） 稲垣　浩伸（中 部 電 力） 結城　健一（中 部 電 力） 

小長谷　仁（中 部 電 力） 柚原　達也（中 部 電 力） 中谷　明義（ナブテスコ） 金子　雅直（法 政 大 学）

種池　正樹（三菱重工業） 真鍋　　壮（三菱重工業） 佐藤　栄作（川重明石エンジニアリング）

尾関　高行（㈶電力中央研究所）　　　　鳴川　典男（富士インダストリーズ）　　　　卜部　健人（ＩＨＩ・東芝パワーシステム）

[学生→正会員〕

倉田　知明（Ｉ Ｈ Ｉ） 中山　清伸（関 西 電 力） 藤村　慶太（東 芝） 福島　久剛（日立製作所） 

寺山　秀星（本 田 技 研） 竹田　敏広（三菱重工業） 佐久間　康典（東京大学大学院（博士後期課程））

[学生会員〕

高橋　大地（岩 手 大 学） 川端　浩和（岩 手 大 学） 高梨　智也（岩 手 大 学）

[賛助会員〕

GEインターナショナル・インク

 入 会 者 名 簿 

○本会共催・協賛・行事○

主催学協会 会合名 共催
/協賛 開催日 会場 詳細問合せ先

日本機械学会
関西支部

第314回講習会「事例に学ぶ
流体関連振動（トラブル事
例相談会付き）」

協賛 2011/7/4-5 大阪科学技術センター
8階中ホール

日本機械学会関西支部
TEL:06-6443-2073,FAX:06-6443-6049 
E-MAIL:jsme@soleil.ocn.ne.jp

日本マリンエ
ンジニアリン
グ学会

海事三学会合同　第2回
「超省エネ船シンポジウム」 協賛 2011/7/13 コクヨホール

（東京　品川）
日本マリンエンジニアリング学会
URL:http://www.jime.jp

可視化情報学
会

第39回可視化情報シンポジ
ウム 協賛 2011/7/18-19 工学院大学　新宿校舎

可視化情報学会事務局 
TEL:03-5993-5020,FAX:03-5993-5026
URL:http://www.visualization.jp/
event/detail/symp2011.html

日本実験力学
会

日本実験力学会2011年度年
次講演会 協賛 2011/8/30-9/1 奈良県文化会館

岡山理科大学工学部
機械システム工学科 林直美
TEL/FAX:086-256-9615
E-mail: offi  ce-jsem@mech.ous.ac.jp
URL:http://jsem.jp/
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訃　　報

終身会員　　三輪　國男　君　　86才

2011年 1 月 6 日　逝去されました

ここに謹んで哀悼の意を表します
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日本ガスタービン学会は，「エネルギー」をいかにして効率よく運用し，地球規模の環境要請に応える
かを，ガスタービンおよびエネルギー関連技術において追求する産学官連携のコミュニティーです。

会員の皆様からは，「ガスタービン学会に入会してよかったと思えること」の具体例として次の様な声
が寄せられています：
 • タテ（世代）とヨコ（大学，研究機関，産業界）の交流・人脈が広がった。
 • 学会誌が充実しており，学会・業界・国外の専門分野の研究動向や技術情報が効率的に得られた。
 •  ガスタービンに熱い思いを持った人達と，家族的雰囲気で階層を意識せず自由な議論ができ，専門
家の指導を得られた。

学会の概要 （平成22年12月現在）
　会員数： 2,035名 （正会員 1,959名，学生会員 76名）　　　　　　賛助会員： 108社
　会員の出身母体数： 企業・研究機関・官公庁等 約300，学校 約100

会員のメリット
　個人会員（正・学生会員）： 
　　 学会誌無料配布（年6回），学術講演会の論文発表・学会誌への投稿資格，学会賞受賞資格，本会
主催の行事の参加資格と会員参加費の特典，本会刊行物の購入資格と会員価格の特典，調査研究委
員会等への参加 

　賛助会員：
　　 学会誌の無料配布，学会誌広告・会告掲載（有料），新製品・新設備紹介欄への投稿，本会主催行
事参加および出版物購入について個人会員と同等の特典，学会賞（技術賞）受賞資格

入会金と会費
　正 会 員： 入会金   500円， 年会費 5,000円 
　学生会員： 入会金   500円， 年会費 2,500円 
　賛助会員： 入会金 1,000円， 年会費 一口 70,000円とし，一口以上

入会方法
　学会ホームページにて入会手続きができます （http://www.gtsj.org/index.html）。
　学会事務局にお電話いただいても結構です。申込書を送付致します。

 
〒160-0023 東京都新宿区西新宿7-5-13 第3工新ビル402 

電話番号： 03-3365-0095
E-mail:  gtsj-offi  ce@gtsj.org

日本ガスタービン学会入会のご案内

日本ガスタービン学会公益社団法人

Gas Turbine Society of Japan
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　東日本大震災でお亡くなりになられた方々に深く哀悼の意
を表すと共に，被災された方々や企業に心からお見舞いを申
し上げます。
　本5月号の編集作業中に地震は発生しました。日本の産業
復興・発展のために電力の安定供給は必須ですが，原発によ
る供給増は当分望める状況にはなく，比較的短期間での設置
が可能なガスタービンによる電力供給増にも電力会社は取組
んでいます。また工場等では，供給電力不足に対して自家発
電設備の導入で備えようとの動きが広がっています。
　電力会社が取組む発電所レベルでは大型のガスタービンが
適していますが，工場レベルでは，今回の特集で取上げた地
域分散型としての中小型ガスタービンを用いたコージェネ
レーションが適しています。
　日本では分散型電源での電力供給比率が欧米に比べて小さ
く，大規模発電所に被害が出た時の影響が大きくなる状況に
あり，災害への耐力を高めるためにも大規模発電所と分散型
電源のバランスを見直す必要があると考えます。
　今までのコージェネレーション導入は経済的メリットが主
な動機で，その導入は燃料価格の変動に大きく左右されてき
ました。しかし，今後はエネルギーセキュリティーの視点か
らの必要性も重視されることになります。
　コージェネレーションによる分散型電源の普及が，災害に
強い国作りには必要です。ガスタービンやエネルギー関連機
器に関係している我々は，その供給責任を果たして行かなけ
ればならず，日本の復興に貢献して行こうとの強い思いを共
有しているものと感じています。
　今回の執筆をお願いしていた方々にも，当然この震災の影
響はあり，しばらくは事務所等に立ち入れなかった方もいら
したと聞いております。そのような状況下でも原稿を完成さ

せて下さいました。
　本号に執筆いただきました著者の方々に，あらためて御礼
を申し上げたいと思います。
　なお，本号の企画編集は，寺本委員（東京大学），名本委
員（ダイハツディーゼル），服部委員（三井造船）および衣
斐（川崎重工）が担当いたしました。
 （衣斐正宏）

　今年度がいよいよ始まったと思っていた矢先，あの3・11
の未曾有の大惨事が発生しました。被災された方々には心よ
りお悔やみ申し上げます。幸い当学会会員の皆様で直接被害
に会われたという方はおられなかったようであります（実は
学会事務局では当日ちょっとしたハプニングがありました）。
あれからそろそろ2ヶ月が立とうとしておりますが，未だに
先行きが見えておりません。特に，福島第一原子力発電所の
状況は連日テレビ，新聞で報道されておりますが予断を許さ
ず，初期動作で制御棒がきちんと作動したとしても冷却系を
やられると原発はこんなにも脆くて，厄介なものかというこ
とを改めて実感させられました。「想定外」という言葉が飛
び交っておりますが，そんなことでは片付けられない根本的
なことが問われているように思います。
　さて，私事で恐縮ですが，2007年5月より事務局長を拝命

しておりましたが，規定により5月10日をもって定年退職を
させていただくことになりました。初めは一年間のみのピン
チヒッターのつもりでおりましたが，翌年あたりから公益法
人化の動きが持ち上がり，区切りをつけるまではやめるにや
められず，とうとう4年間になってしまったというわけであ
ります。幸い，公益社団法人への移行もうまく行き，4月12
日には総会も無事終了，私なりに一区切りをつけることがで
き，ほっとしております。この4年間を事務局職員として充
実して過ごすことが出来ましたのも会員の皆様方，事務局職
員の皆様方の暖かいご支援の賜物であり，この場をお借りし
て感謝申し上げるとともに，後任の平岡克英新事務局長を今
まで同様ご支援いただきたく，あらためて会員の皆様にお願
い申し上げます。
 （伊藤）

(表紙写真)

サミット美浜パワー (株)　千葉みなと発電所
本発電設備は，18MW級L20A ガスタービン（川崎重工
業製）をコアとしたコージェネレーションシステムで，
関東地区のコンビナートで実施するオンサイト熱電併給
事業向けに設置されている。国内の熱電併給は，従来，
一工場での自家消費が一般的であったが，本発電設備は
電力会社を経由せずにコンビナート内の複数の工場に電
気を供給すると共に蒸気を供給している。さらに，電力
会社のネットワークを経由して発電電力の一部を特定規
模電気事業者へ売電している。単独工場による導入では
分散型発電のメリットが十分生かしきれなくても，複数
工場へのエネルギー供給により発電設備の能力を最大限
に発揮できる。本発電設備は，ガスタービン2台と蒸気
タービン1台を組み合わせた50MWのコンバインドサイ
クル発電設備（CCPP）で，各発電機を最適運用するこ
とで，コンビナート内の複数工場と，電力小売事業者の
電力需要の変動に柔軟に対応できる。
 （提供：サミット美浜パワー株式会社）
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学会誌編集規定

2003.8.29改訂
１．本学会誌の原稿はつぎの3区分とする。
Ａ．投稿原稿：会員から自由に随時投稿される原稿。
執筆者は会員に限る。
Ｂ．依頼原稿：本学会編集委員会がテーマを定めて特定
の人に執筆を依頼する原稿。執筆者は会員外でもよい。
Ｃ．学会原稿：学会の運営・活動に関する記事（報告，
会告等）および学会による調査・研究活動の成果等の報告。
2．依頼原稿および投稿原稿は，ガスタービン及び過給
機に関連のある論説・解説，講義，技術論文，速報（研
究速報，技術速報），寄書（研究だより，見聞記，新製
品・新設備紹介），随筆，書評，情報欄記事，その他と
する。刷り上がりページ数は原則として，1編につき次
のページ数以内とする。

論説・解説，講義   　　 6ページ
技術論文    　　 6ページ
速報    　　 4ページ
寄書，随筆   　　 2ページ
書評    　　 1ページ
情報記事欄 　　 1/2ページ

3．執筆者は編集委員会が定める原稿執筆要領に従って
原稿を執筆し，編集委員会事務局まで原稿を送付する。
事務局の所在は付記1に示す。
4．会員は本学会誌に投稿することができる。投稿され
た原稿は，編集委員会が定める方法により審査され，編
集委員会の承認を得て，学会誌に掲載される。技術論文
の投稿に関しては，別に技術論文投稿規程を定める。
5．依頼原稿および学会原稿についても，編集委員会は
委員会の定める方法により原稿の査読を行う。編集委員
会は，査読の結果に基づいて執筆者に原稿の修正を依頼
する場合がある。
6．依頼原稿には定められた原稿料を支払う。投稿原稿
および学会原稿には原則として原稿料は支払わないもの
とする。原稿料の単価は理事会の承認を受けて定める。
7．学会誌に掲載された著作物の著作権は原則として学
会に帰属する。
但し，著作者自身または著作者が帰属する法人等が，

自ら書いた記事・論文等の全文または一部を転載，翻
訳・翻案などの形で利用する場合，本会は原則としてこ
れを妨げない。ただし，著作者本人であっても学会誌を
複製の形で全文を他の著作物に利用する場合は，文書で
本会に許諾を求めなければならない。
8．著作者は，学会または学会からの使用許諾を受けた
者に対し著作者人格権を行使しない。
9．本会発行の著作物に掲載された記事，論文などの著
作物について，著作権侵害者，名誉毀損，またはその他
の紛争が生じた場合，当該著作物の著作者自身又は著作
者の帰属する法人等を当事者とする。

技術論文投稿規定

2010.8.27改訂
1．本学会誌に技術論文として投稿する原稿は次の条件
を満たすものであること。
1）主たる著者は本学会会員であること。
2）投稿原稿は著者の原著で，ガスタービンおよび過給
機の技術に関連するものであること。
3）投稿原稿は，一般に公表されている刊行物に未投稿
のものであること。ただし，要旨または抄録として発表
されたものは差し支えない。
2．使用言語は原則として日本語とする。
3．投稿原稿の規定ページ数は原則として図表を含めて
Ａ4版刷り上がり6ページ以内とする。ただし，1ペー
ジにつき16,000円の著者負担で4ページ以内の増ペー
ジをすることができる。
4．図・写真等について，著者が実費差額を負担する場
合にはカラー印刷とすることができる。
5．投稿者は原稿執筆要領に従い執筆し，正原稿１部副
原稿（コピー）2部を学会編集委員会に提出する。原稿に
は英文アブストラクトおよび所定の論文表紙を添付する。
6．原稿受付日は原稿が事務局で受理された日とする。
7．投稿原稿は技術論文校閲基準に基づいて校閲し，編
集委員会で採否を決定する。
8．論文内容についての責任は，すべて著者が負う。
9．本学会誌に掲載される技術論文の著作権に関しては，
学会誌編集規定7．および8．を適用する。

複写をご希望の方へ
本学会は，本誌掲載著作物の複写に関する権利を一般社団法人学術著

作権協会に委託しております。
本誌に掲載された著作物の複写をご希望の方は，㈳学術著作権協会よ

り許諾を受けて下さい。但し，企業等法人による社内利用目的の複写に
ついては，当該企業等法人が社団法人日本複写権センター（㈳学術著作
権協会が社内利用目的複写に関する権利を再委託している団体）と包括
複写許諾契約を締結している場合にあっては，その必要はございません
（社外頒布目的の複写については，許諾が必要です）。

権利委託先　一般社団法人 学術著作権協会
 　　〒107-0052　東京都港区赤坂9－6－41　乃木坂ビル3F
 　　FAX：03-3457-5619　E-mail：info@jaacc.jp
　
複写以外の許諾（著作物の引用，転載，翻訳等）に関しては，㈳学術

著作権協会に委託致しておりません。直接，本学会へお問い合わせくだ
さい。

付記1.  原稿送付先および原稿執筆要領請求先
 〒105-0004 東京都港区新橋5-20-4
 Tel.  03-5733-5156　Fax.  03-5733-5164
 ニッセイエブロ㈱ 制作部 編集制作課
 E-mail：eblo_h3@eblo.co.jp
 学会誌担当　佐藤孝憲
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